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第２編 災害廃棄物対策 

 

第１章 平時の備え（体制整備等） 

 
１－１ 組織体制・指揮命令系統                       

 

 

１ 災害対策本部 

・ 計画で想定する災害が発生したときは、岐阜県地域防災計画に基づき、知事を本部長、副知事

を副本部長とし、警察本部長、教育長、会計管理者、各部の長等を本部員とする災害対策本部が

設置される。 

・ また、地域における災害対策事務の円滑な処理を図るため、県事務所の所管区域ごとに県事務

所長（岐阜地域については危機管理部次長）を支部長とし、当該所管区域の現地機関の長を支部

員とする支部が設置される。 

 

 ２ 部及び班の設置 

  ・ 災害対策本部が設置されたときは、岐阜県地域防災計画に基づき、本部に環境生活部廃棄物対

策班が設置され、支部に総務班が設置される。 

  ・ 環境生活部長及び次長は、環境生活部内の災害対策を総括し、指揮する。 

 

３ 廃棄物対策班の構成・事務分掌 

（１）基本的な編成（市町村が災害廃棄物処理を行う場合） 

  ① 構成 

リーダー 係 廃棄物対策課 他の所属 

廃棄物対策課管理職員を充て

る。 

課長を統括リーダーとする。 

総括係 ４名 － 

広域調整係 ６名 － 

情報収集係 ６名 － 

・ 要員の追加が必要な場合は、環境生活部長の指示により、部内各課から応援職員を動員する。 

・ 初動期経過後は、統括リーダーが、業務量に応じて人数の調整を行う。 

 

 ② 業務内容 

係 名 業務内容 

総括係 ・災害対策本部との連絡調整 

広域調整係 ・広域応援の実施に関する連絡調整（市町村、他都道府県、国、

事業者団体） 

・災害廃棄物処理全般の進行管理（国が災害廃棄物処理指針を策

定した場合は県災害廃棄物処理実行計画の作成） 

・災害廃棄物発生量の推計 

・災害廃棄物処理実行計画の作成支援 

情報収集係 ・被災市町村（一部事務組合を含む）、県事務所等からの情報収集 

・災害査定対応 

・国庫補助関係事務 
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（２）県が災害廃棄物処理を実施する場合の編成 

  ・ 県が被災市町村からの事務委託により災害廃棄物処理を実施することとなった場合には、チ

ームの構成及び業務内容を次のとおりとする。 

 

① 構成 

リーダー 係 廃棄物対策課 部内各課 他の所属 

廃棄物対策課管理

職員を充てる。課長

を統括リーダーと

する。 

統括係 ２名   

計画係 ３名   

施設係※１ ２名 ６名 ２名※２ 

管理係 ２名 ４名  

処理困難物等処理係 ３名 ６名  

  ※１ 仮設焼却施設を１基建設・運用する場合の人員とし、複数基設置する場合は、同規模の

複数班体制とする。 

※２ 岐阜県災害対策マニュアル（危機管理部作成）に基づき、県災害対策本部職員派遣チー

ムに、施設の設計等に必要な技術職員の派遣を要請する。 

 

② 業務内容 

班名 業務内容 

統括係 ・災害対策本部との連絡調整 

計画係 ・災害廃棄物処理実行計画の策定 

・災害廃棄物処理実行計画の進捗管理 

施設係 ・二次仮置場の整備・管理 

・仮設焼却施設の整備・管理 

管理係 ・国庫補助金の申請 

・災害査定対応 

処理困難物等処理係 ・有害廃棄物・危険物、適正処理困難物の処理 

・各リサイクル法によりリサイクルルートが確立された廃棄

物の処理 

・廃自動車等の所有者調査、処理 

・廃家電類の処理 

 

 

１－２ 職員への教育訓練                           

 

 

 ・ 計画の内容を平常時から職員に周知し、災害時に計画が有効に活用されるよう職員の教育訓練を

継続的に行う。 

 ・ 教育訓練は、災害時に情報が混乱することを避けるための情報伝達訓練や、災害を想定したシミ

ュレーション訓練により、職員の教育訓練を継続的に行う。 

・ また、災害廃棄物の処理に関する知見を得るため、過去の地震災害や水害における災害廃棄物処

理に関する研修会を開催するなど、人材の育成を図る。 

・ 上記教育訓練や研修会により計画の課題を抽出し、必要に応じて計画を継続的に見直す。 

 ・ 上記教育訓練には、市町村、関係団体等の関係者の参加を促し、より実践的な訓練の実施に努め

る。 
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１－３ 情報収集・連絡                           

 

・ 災害対策を迅速かつ的確に実施するため、災害時において収集する情報の種類・内容及び情報の

収集・連絡体制を明確にすることにより、関係機関との緊密な防災情報連絡体制の確保を図る。 

 

 １ 災害対策本部から収集する情報の項目 

  ・ 廃棄物対策班が災害対策本部から収集する情報項目は、下表のとおりとする。 

 

区 分 情報収集項目 目 的 

避難所と避難者数

の把握 

・避難所名 

・各避難所の収容人数 

避難所ごみ及びし尿の処理

必要量の把握 

建物の被害状況の

把握 

・建物の全壊及び半壊棟数 

・建物の焼失棟数 

要処理廃棄物量及び種類等

の把握 

上下水道・道路の被

害及び復旧状況の

把握 

・水道施設の被害状況 

・断水の状況と復旧の見通し 

・下水処理施設の被害状況 

・主要な道路、橋梁の被害状況と復旧

の見通し 

インフラの状況把握 

 

 ２ 市町村から収集する情報の項目 

  ・ 廃棄物対策班が市町村から収集する情報項目は、下表のとおりとする。 

 

区 分 情報収集項目 目 的 

避難所ごみ・し尿の

収集・処理状況 

・収集運搬状況 

・処理状況 

・必要な支援内容 

広域応援の実施 

 

廃棄物処理施設の被

害状況 

 

・施設の被害状況 

・復旧見通し 

・必要な支援内容 

処理体制の構築 

仮置場整備状況 

 

・仮置場の設置場所と規模 

・必要資材の調達状況 

廃棄物発生状況 ・災害廃棄物発生量の推計値 

腐敗性廃棄物、有害

廃棄物・危険物の発

生状況 

・腐敗性廃棄物の種類・量、発生状況 

・有害廃棄物の種類・量、発生状況 

・危険物の種類・量、発生状況 

生活環境の保全 

 

 ３ 関係機関との連絡体制 

  ・ 国、他都道府県の廃棄物担当部局、市町村、一部事務組合、事業者団体とは、電話、電子メー

ル等、通信可能な方法により連絡をする。 
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１－４ 協力支援体制                            

 

 

１ 自衛隊・警察・消防との連携 

   ・ 県は、自衛隊・警察・消防に対し、災害廃棄物に関する必要な情報を提供できるよう情報収

集する。 

 

（自衛隊・警察・消防への情報提供項目と情報の収集先） 

項目 収集先 

被災者の捜索救助や道路啓開のための災害廃棄物の

撤去に必要な情報（仮置場の場所、廃棄物処理施設

への進入路） 

市町村 

石綿含有廃棄物等の有害廃棄物、消火器等の危険物

の所在情報、取扱方法 

有害物質・危険物を規制する法律を所

管する機関 

思い出の品、貴重品の搬送先・搬送方法 市町村 

 

２ 県内市町村との連携 

・ 県は、県内市町村と「岐阜県及び市町村災害時相互応援協定書（平成１０年３月３０日締結、

以下「県市町村間協定書」という。）」を締結している。 

・ 県市町村間協定書において、災害廃棄物の処理のために必要な車両、施設の提供がされること

とされており、被災市町村からの要請により、支援体制を構築する。 

 

３ 他都道府県との連携 

・ 県は、他都道府県と下記の相互応援協定を締結している。 

・ 下記の協定は、いずれも危機管理部を通じて締結先に対して応援要請を行うこととされている。 

・ 締結先から要請に応じる旨の連絡があったときは、廃棄物対策課が応援県の廃棄物担当課との

間で具体的な実施調整を行うこととなる。このため、あらかじめ協定締結先の廃棄物担当課の連

絡先を把握し、定期的に情報の更新を行う。 

 

  （１）全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定 

    ・締結先 全国都道府県 

    ・内 容 包括的な応援協定 

  （２）災害時等の応援に関する協定書 

・締結先 富山県、石川県、福井県、静岡県、長野県、愛知県、三重県、滋賀県及び名古屋市 

    ・内 容 包括的な応援協定 

   （３）災害時の相互応援に関する協定 

    ・締結先 石川県 

・内 容 包括的な応援協定 

  （４）災害時の相互応援に関する協定 

    ・締結先 福井県 

・内 容 包括的な応援協定 

  （５）災害時における鹿児島県・岐阜県相互応援協定 

    ・締結先 鹿児島県 

・内 容 包括的な応援協定 
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４ 民間事業者との連携 

・ 県は、県内の事業者団体と災害廃棄物処理に関連した下記の応援協定を締結している。 

・ 被災市町村から応援要請があった場合、直ちに相互連絡を取ることができるよう、連絡窓口及

び連絡方法の確認を定期的に行う。 

・ 県は、災害廃棄物を迅速に処理することができるよう、既に協定を締結した事業者団体以外に

も協定を締結する必要がある団体を検討し、協定を締結するよう努めるものとする。 

・ また、既に締結した協定に関しても内容の見直しについて検討し、迅速な災害廃棄物の処理体

制を構築する。 

 

【環境生活部における協定】 

 （１）無償団体救援協定書 

・内 容  し尿、浄化槽汚泥、その他災害に伴って発生する一般廃棄物の収集運搬 

    ・費 用  無償協力 

    ・締結先  岐阜県環境整備事業協同組合 

・県担当課 廃棄物対策課 

 （２）無償団体救援協定書 

・内 容  地震、風水害等に伴って発生する一般廃棄物（し尿及び浄化槽汚泥を除く）の収

集運搬 

・費 用  無償協力 

・締結先  岐阜県清掃事業協同組合 

・県担当課 廃棄物対策課 

（３）地震等大規模災害時における災害廃棄物処理等の協力に関する協定書 

・内 容  災害廃棄物の撤去、収集・運搬、処分 

・費 用  有償（市町村等と協会が協議して決定した価格を市町村等が負担） 

・締結先  （一社）岐阜県産業環境保全協会 

・県担当課 廃棄物対策課 

 

【他部局における協定（特に災害廃棄物処理に関連する協定）】 

 （１）災害応援協力に関する協定 

・内 容  被災者の救出、社会基盤の応急復旧 

・締結先  （一社）岐阜県建設業協会 

・県担当課 防災課・建設政策課 

（２）災害時の応援協力に関する協定 

・内 容  建設解体重機等による被災者の救助支援活動 

・費 用  原則として無償 

・締結先  （一社）岐阜県解体工事業協会 

・県担当課 建設政策課 

 （３）災害時における石油類燃料の供給に関する協定 

・内 容  石油燃料の供給 

・締結先  岐阜県石油商業組合 

・県担当課 商工政策課 

 （４）災害時における仮設トイレ等の調達に関する協定書 

・内 容  仮設トイレの供給 

・締結先  日野興業（株） 

・県担当課 商工政策課 
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１－５ 一般廃棄物処理施設の防災対策                      

 

 

１ 一般廃棄物処理施設の耐震化等の把握及び助言 

・ 県は、市町村又は一部事務組合が設置する一般廃棄物処理施設における耐震・防災対策について

把握し、必要な助言を行う。特に、新たに一般廃棄物処理施設の整備を行う場合は、「ごみ処理施

設整備の計画・設計要領（公益社団法人全国都市清掃会議）の３．４．３ ごみ処理施設の耐震・

防災構造」に準じた設計をするよう、既存の一般廃棄物処理施設において当該設計がなされていな

い施設については耐震診断を実施する等の耐震性の向上、不燃堅牢化、浸水対策等の防災対策を図

るよう助言を行う。 

・ 県は、一般廃棄物処理施設を管理する市町村及び一部事務組合に対し、災害時の人員計画、連絡

体制、復旧対策の検討状況を把握し、必要な助言を行う。 

 

 【表３】一般廃棄物処理施設の防災対策の状況 

施設名 

対策済み施設 
今後対策を要する 

施設 
県  計 

箇所 
処理能力・ 

処分量 
箇所 

処理能力・ 

処分量 
箇所 

処理能力・ 

処分量 

焼却施設（t/日）  9 1,189 13 1,216 22 2,405 

し尿処理施設（kl/日） 4 260 21 1,674 25 1,934 

最終処分場（千㎥） 17 23,854 38 29,620 55 53,474 

（平成 27年度市町村及び一部事務組合へのアンケート調査結果より） 

 

２ 一般廃棄物処理施設の点検・補修体制に関する整備状況の把握及び助言 

 ・ 県は、一般廃棄物処理施設を管理する市町村及び一部事務組合が被災した場合に対処するため、

一般廃棄物処理施設を修復するための点検手引の作成、施設を整備したメーカー等との点検、修復

のための協力体制の整備状況について把握し、必要な助言を行う。 

・ 県は、市町村及び一部事務組合が一般廃棄物処理施設の補修に必要な資機材及び燃料等の備蓄を

把握する。 

 

【表４】一般廃棄物処理施設の点検・補修体制の状況 

施設名 

体制整備済み施設 
今後対策を要する 

施設 
県  計 

箇所 
処理能力・ 

処分量 
箇所 

処理能力・ 

処分量 
箇所 

処理能力・ 

処分量 

焼却施設（t/日） 2  86   20 2,319 22 2,405 

し尿処理施設（kl/日） 2 70   23 1,864 25 1,934 

最終処分場（千㎥） 6 1,419   49 52,055 55 53,474 

（平成 27年度市町村及び一部事務組合へのアンケート調査結果より） 
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【表５】一般廃棄物処理施設の補修資材・燃料の備蓄状況 

施設名 

対応済み施設 
今後対応を要する 

施設 
県  計 

箇所 処理能力・ 

処分量 
箇所 

処理能力・ 

処分量 
箇所 

処理能力・ 

処分量 

焼却施設（t/日） 3  356   19 2,049 22 2,405 

し尿処理施設（kl/日） 1 70   24 1,864 25 1,934 

最終処分場（千㎥） 2 1,136   53 52,338 55 53,474 

（平成 27年度市町村及び一部事務組合へのアンケート調査結果より） 

 

３ 仮設トイレのし尿処理 

・ 避難者や水洗トイレを使用できなくなった者が仮設トイレを使用することにより、被災市町村の

し尿処理必要量の増加が想定される。 

・ 仮設トイレのし尿の収集運搬については、県は、岐阜県環境整備事業協同組合との「無償団体救

援協定書」により、被災市町村の要請に基づいて支援協力を要請する。 

・ し尿の処理については、県は、「県市町村間協定書」に基づき、災害被害が軽微なし尿処理施設、

下水道施設及び岐阜県各務原浄化センターでの処理について調整する。 
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１－６ 災害廃棄物処理の推計                             

 

 ・ 「被害想定調査結果」で示された１１の地震による被害想定により災害廃棄物の発生量を推計し、

既存施設での災害廃棄物の処理可能量をあらかじめ把握し、広域的な計画を作成することにより、

災害時における応急体制を確保する。 

 

１ がれき類発生量の推計 

（１）がれき類発生量（総量）の推計 

がれき類発生量の推計は、「南海トラフ巨大地震の被害想定（平成２５年３月）中央防災会議」にお

けるがれき類発生量の推定式を用いた。計画では、解体建築物の棟数（解体棟数）は、全壊・焼失棟数

に加え、半壊棟数を考慮した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がれき類の処理を行う場合は、廃棄物の種類によって処理の方法が異なることから、組成別の廃棄物

量を把握する必要がある。そのため、廃棄物組成は、これまでの事例等から得られている建築物構造別

の解体時及び倒壊・焼失時の割合から、表６のとおり按分した。図３に圏域ごとのがれき類発生量（総

量）を示す。また、表７に県全体の想定災害別のがれき類発生量（組成別）を示す。 

 

【表６】廃棄物組成（発災時） 

構造 木くず 
コンクリート 

がら 
金属くず その他（残材） 

木造 
可燃物 100％ ― ― ― 

不燃物 ― 43.9％ 3.1％ 53.0％ 

非木造 
可燃物 100％ ― ― ― 

不燃物 ― 94.9％ 4.9％ 0.2％ 

※破砕選別の過程で分別する可燃物は、上記のうち木くずに分類される。また、廃プラスチック等の比較的

発生量の少ない可燃物についても、木くずに分類される。 

出典：高月紘･酒井伸一･水谷聡 「災害と廃棄物性状－災害廃棄物の発生原単位と一般廃棄物組成の変化－」 

(廃棄物学会誌、Vol.6、No.5、1995年)及び住宅産業解体処理業連絡協議会、東京都、千葉県による 

 

Q1=s×N1×q1 

Q1：がれき類発生量（t） 

s ：1 棟当たりの平均延床面積（平均延床面積）（㎡/棟） 

   （出典：家屋の概要（平成 25 年度 岐阜県）） 

N1：解体建築物の棟数（解体棟数＝全壊・焼失棟数、半壊棟数）（棟） 

   （出典：「平成 23～24 年度 岐阜県南海トラフの巨大地震等被害想定調査」及び「内陸直下地震に係る震度 

分布解析・被害想定調査結果」） 

q1：単位延床面積当たりのがれき類発生量（原単位）（t/㎡） 

  ・木造可燃物＝0.194t/㎡ 

  ・木造不燃物＝0.502t/㎡ 

  ・非木造可燃物＝0.100t/㎡ 

  ・非木造不燃物＝0.810t/㎡ 

   なお、全壊・焼失被害は上記原単位を、半壊被害は上記原単位の 20％を採用した。 

   （出典：阪神・淡路大震災における災害廃棄物処理について（平成 9 年 3 月）兵庫県生活文化部環境局環境整

備課） 
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【図３】圏域ごとのがれき類発生量（総量） 

想定災害 
圏域名 

岐阜圏域 西濃圏域 中濃圏域 東濃圏域 飛騨圏域 県合計 

①南海トラフ地震 3,091  1,617  753  875  203  6,539  

②養老-桑名-四日市断層帯 

地震 
4,554  6,143  335  133  2  11,167  

③阿寺断層系地震 

（南端から北西へ） 
144  85  329  242  1,417  2,217  

④阿寺断層系地震 

（北端から南東へ） 
204  150  324  1,162  899  2,739  

⑤高山・大原断層帯地震 

（北端から南西へ） 
189  157  540  19  1,377  2,282  

⑥高山・大原断層帯地震 

（南端から北東へ） 
0  0  92  0  1,864  1,956  

⑦跡津川断層帯地震 401  229  256  26  1,824  2,736  

⑧揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯

地震（北端から南東へ） 
7,646  1,532  2,711  246  17  12,152  

⑨長良川上流断層帯地震 

（北端から南へ） 
1,220  322  2,092  219  194  4,047  

⑩長良川上流断層帯地震 

（南端から北へ） 
75  49  1,075  0  91  1,290  

⑪屏風山・恵那山及び猿投山断

層帯地震（南端から北東へ） 
177  93  157  3,798  16  4,241  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                       （単位：千ｔ） 
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【表７】県全体のがれき類発生量（組成別） 

想定災害 がれき類 

がれき類内訳 

木くず 
ｺﾝｸﾘｰﾄ 

がら 
金属くず 

その他 

（残材） 

①南海トラフ地震 
6,539 1,190 4,056 226 1,067 

100.0% 18.2% 62.0% 3.5% 16.3% 

②養老-桑名-四日市断層帯 

地震 

11,167 2,004 7,008 381 1,774 

100.0% 18.0% 62.8% 3.4% 15.9% 

③阿寺断層系地震 

（南端から北西へ） 

2,217 452 1,208 64 493 

100.0% 20.4% 54.5% 2.9% 22.2% 

④阿寺断層系地震 

（北端から南東へ） 

2,739 555 1,519 79 586 

100.0% 20.3% 55.5% 2.9% 21.4% 

⑤高山・大原断層帯地震 

（北端から南西へ） 

2,282 464 1,256 67 495 

100.0% 20.3% 55.0% 2.9% 21.7% 

⑥高山・大原断層帯地震 

（南端から北東へ） 

1,956 407 1,055 59 435 

100.0% 20.8% 53.9% 3.0% 22.2% 

⑦跡津川断層帯地震 
2,736 555 1,513 81 587 

100.0% 20.3% 55.3% 3.0% 21.5% 

⑧揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯

地震（北端から南東へ） 

12,152 2,190 7,596 417 1,949 

100.0% 18.0% 62.5% 3.4% 16.0% 

⑨長良川上流断層帯地震 

（北端から南へ） 

4,047 779 2,371 124 773 

100.0% 19.3% 58.6% 3.1% 19.1% 

⑩長良川上流断層帯地震 

（南端から北へ） 

1,290 271 682 37 300 

100.0% 21.0% 52.9% 2.9% 23.3% 

⑪屏風山・恵那山及び猿投山断

層帯地震（南端から北東へ） 

4,241 816 2,491 132 802 

100.0% 19.2% 58.7% 3.1% 18.9% 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                       （単位：千ｔ） 

 

推計の結果、県全体では、揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ）によるがれき類発生

量が１２，１５２千ｔで最も多くなり、次いで養老-桑名-四日市断層帯地震の１１，１６７千 t、南海

トラフ地震の６，５３９千 tの順となる。 

圏域別で見ると、岐阜圏域は揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ）、養老-桑名-四日市

断層帯地震及び南海トラフ地震によるがれき類発生量が、西濃圏域は養老-桑名-四日市断層帯地震によ

るがれき類発生量が、東濃圏域は屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ）によるがれ

き発生量が突出して多くなっている。 

 

（２）種類別選別率、リサイクル率 

 災害廃棄物は、被災程度や処理状況により選別率が異なる。計画では、災害廃棄物の種類別選別率、

リサイクル率を東日本大震災から得られた割合をもとに、表８のとおり設定した。 

 

 

 

 

 

 



- 21 - 

【表８】種類別選別率、リサイクル率（破砕選別後） 

 選別後 

柱材・角材 ｺﾝｸﾘｰﾄ 可燃物 金属くず 不燃物 土材系 

合計 
リサイクル 再生資材化 焼却処理 リサイクル 

ｾﾒﾝﾄ資源化 
又は埋立処分 

再生資材化 

選
別
前 

木くず 15％ 0％ 55％ 0％ 30％ 0％ 100％ 

ｺﾝｸﾘｰﾄがら 0％ 80％ 0％ 0％ 20％ 0％ 100％ 

金属くず 0％ 0％ 0％ 95％ 5％ 0％ 100％ 

その他(残材) 0％ 0％ 0％ 0％ 85％ 15％ 100％ 

 

（３）種類別のがれき類発生量の推計 

仮置場に集積されたがれき類は各搬出先の仕様に合わせて前処理を行う必要がある。そのため、破砕

選別といった中間処理を行う。 

木くず、コンクリートがら、金属くず、その他（残材）に分別されたがれき類は、破砕選別により柱

材・角材、コンクリート、可燃物、金属くず、不燃物、土材系に選別し、最終的にリサイクルを行う木

質チップ、再生資材、金属くず等と、廃棄物として処理を行う可燃物、不燃物に選別する。種類別のが

れき類発生量を表９に示す。 

 

【表９】種類別のがれき類発生量 

想定災害 
種類別がれき類の内訳 

県合計 
柱材・角材 可燃物 ｺﾝｸﾘｰﾄ 金属くず 不燃物 土材系 

①南海トラフ地震 
179 656 3,246 221 2,074 163 6,539 

2.7% 10.0% 49.6% 3.4% 31.7% 2.5% 100.0% 

②養老-桑名-四日市断層

帯地震 

300 1,105 5,611 366 3,519 266 11,167 

2.7% 9.9% 50.2% 3.3% 31.5% 2.4% 100.0% 

③阿寺断層系地震 

（南端から北西へ） 

65 252 971 62 797 70 2,217 

2.9% 11.4% 43.8% 2.8% 35.9% 3.2% 100.0% 

④阿寺断層系地震 

（北端から南東へ） 

82 308 1,222 77 965 85 2,739 

3.0% 11.2% 44.6% 2.8% 35.2% 3.1% 100.0% 

⑤高山・大原断層帯地

震（北端から南西へ） 

68 257 1,011 64 811 71 2,282 

3.0% 11.3% 44.3% 2.8% 35.5% 3.1% 100.0% 

⑥高山・大原断層帯地

震（南端から北東へ） 

61 224 845 57 704 65 1,956 

3.1% 11.5% 43.2% 2.9% 36.0% 3.3% 100.0% 

⑦跡津川断層帯地震 
82 306 1,215 79 967 87 2,736 

3.0% 11.2% 44.4% 2.9% 35.3% 3.2% 100.0% 

⑧揖斐川 -武儀川 (濃

尾)断層帯地震 

（北端から南東へ） 

326 1,207 6,080 401 3,846 292 12,152 

2.7% 9.9% 50.0% 3.3% 31.6% 2.4% 100.0% 

⑨長良川上流断層帯地

震（北端から南へ） 

114 433 1,904 120 1,365 111 4,047 

2.8% 10.7% 47.0% 3.0% 33.7% 2.7% 100.0% 

⑩長良川上流断層帯地

震（南端から北へ） 

39 150 550 36 471 44 1,290 

3.0% 11.6% 42.6% 2.8% 36.5% 3.4% 100.0% 

⑪屏風山・恵那山及び

猿投山断層帯地震 

（南端から北東へ） 

122 454 1,997 125 1,425 118 4,241 

2.9% 10.7% 47.1% 2.9% 33.6% 2.8% 100.0% 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                       （単位：千ｔ） 
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（４）災害廃棄物のリサイクル可能量、最終処分量の推計 

柱材・角材、コンクリート、可燃物、金属くず、不燃物、土材系に選別されたがれき類は、最終的に

は表１０に示す方法で処理又はリサイクルされる。 

 

【表１０】がれき類の処理及びリサイクルの方法 

柱材・角材 

マテリアルリサイクルを優先し、製紙原料、バイオマス発電

プラント燃料及びパーティクルボード用原料として全量再利

用する。 

リサイクル 

コンクリート 破砕後、全量再生資材として活用する。 リサイクル 

可燃物 
焼却施設で焼却する。焼却により発生する焼却灰は可燃物の

量に対し 20％生じるものとし、埋立処分する。 

可燃物：焼却処理 

焼却灰：埋立処分 

金属くず 金属くずとして売却後、全量リサイクル材として活用する。 リサイクル 

不燃物 最終処分場で埋立を行う。 埋立処分 

土材系 全量再生資材として活用する。 リサイクル 

 

 柱材・角材、コンクリート、金属くず、土材系はリサイクルされ、不燃物及び可燃物の焼却灰は最終

処分場へ埋立処分される。 

種類別のがれき類発生量より、想定災害ごとのリサイクル可能量、最終処分量を表１１～２１に示す。 

 

【表１１】リサイクル可能量、最終処分量（①南海トラフ地震） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 3,091  1,824  59.0% 302  1,025  

西濃圏域 1,617  951  58.8% 162  536  

中濃圏域 753  431  57.2% 78  260  

東濃圏域 875  498  56.9% 91  304  

飛騨圏域 203  105  51.7% 23  80  

県合計 6,539  3,809  58.3% 656  2,205  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

【表１２】リサイクル可能量、最終処分量（②養老-桑名-四日市断層帯地震） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 4,554  2,681  58.9% 446  1,516  

西濃圏域 6,143  3,592  58.5% 610  2,063  

中濃圏域 335  191  57.0% 35  116  

東濃圏域 133  78  58.6% 14  44  

飛騨圏域 2  1  50.0% 0  1  

県合計 11,167  6,543  58.6% 1,105  3,740  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 
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【表１３】リサイクル可能量、最終処分量（③阿寺断層系地震（南端から北西へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 144  84  58.3% 14  49  

西濃圏域 85  49  57.6% 10  28  

中濃圏域 329  167  50.8% 38  132  

東濃圏域 242  130  53.7% 27  90  

飛騨圏域 1,417  738  52.1% 163  549  

県合計 2,217  1,168  52.7% 252  847  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

【表１４】リサイクル可能量、最終処分量（④阿寺断層系地震（北端から南東へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 204  122  59.8% 20  66  

西濃圏域 150  88  58.7% 14  51  

中濃圏域 324  165  50.9% 39  128  

東濃圏域 1,162  623  53.6% 131  434  

飛騨圏域 899  468  52.1% 104  348  

県合計 2,739  1,466  53.5% 308  1,027  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

【表１５】リサイクル可能量、最終処分量（⑤高山・大原断層帯地震（北端から南西へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 189  112  59.3% 19  62  

西濃圏域 157  92  58.6% 15  53  

中濃圏域 540  275  50.9% 64  214  

東濃圏域 19  11  57.9% 2  6  

飛騨圏域 1,377  724  52.6% 157  527  

県合計 2,282  1,214  53.2% 257  862  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

【表１６】リサイクル可能量、最終処分量（⑥高山・大原断層帯地震（南端から北東へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 0  0  ― 0  0  

西濃圏域 0  0  ― 0  0  

中濃圏域 92  47  51.1% 11  36  

東濃圏域 0  0  ― 0  0  

飛騨圏域 1,864  981  52.6% 213  713  

県合計 1,956  1,028  52.6% 224  749  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 
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【表１７】リサイクル可能量、最終処分量（⑦跡津川断層帯地震） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 401  239  59.6% 38  132  

西濃圏域 229  135  59.0% 22  76  

中濃圏域 256  137  53.5% 28  97  

東濃圏域 26  14  53.8% 3  10  

飛騨圏域 1,824  938  51.4% 215  714  

県合計 2,736  1,463  53.5% 306  1,028  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

【表１８】リサイクル可能量、最終処分量（⑧揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 7,646  4,506  58.9% 747  2,542  

西濃圏域 1,532  894  58.4% 154  515  

中濃圏域 2,711  1,547  57.1% 279  941  

東濃圏域 246  143  58.1% 25  83  

飛騨圏域 17  9  52.9% 2  6  

県合計 12,152  7,099  58.4% 1,207  4,087  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

【表１９】リサイクル可能量、最終処分量（⑨長良川上流断層帯地震（北端から南へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 1,220  722  59.2% 120  402  

西濃圏域 322  188  58.4% 31  109  

中濃圏域 2,092  1,112  53.2% 237  790  

東濃圏域 219  127  58.0% 23  74  

飛騨圏域 194  100  51.5% 22  76  

県合計 4,047  2,249  55.6% 433  1,452  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

【表２０】リサイクル可能量、最終処分量（⑩長良川上流断層帯地震（南端から北へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 75  42  56.0% 8  27  

西濃圏域 49  30  61.2% 4  16  

中濃圏域 1,075  549  51.1% 127  424  

東濃圏域 0  0  ― 0  0  

飛騨圏域 91  48  52.7% 11  34  

県合計 1,290  669  51.9% 150  501  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 
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【表２１】リサイクル可能量、最終処分量（⑪屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東

へ）） 

圏域名 
全体 中間処理量 

（焼却） 

最終処分量 

（埋立） がれき類発生量 リサイクル量 リサイクル率 

岐阜圏域 177  107  60.5% 17  56  

西濃圏域 93  55  59.1% 11  29  

中濃圏域 157  84  53.5% 18  59  

東濃圏域 3,798  2,108  55.5% 406  1,365  

飛騨圏域 16  8  50.0% 2  6  

県合計 4,241  2,362  55.7% 454  1,516  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                    （単位：千ｔ） 

 

２ し尿収集必要量の推計 

し尿収集必要量は、災害廃棄物対策指針の技術資料に基づき算定した。 

なお、発災後はボランティアの活動状況（参加人数）について把握したうえで、避難者の他、ボラン

ティア人数分も、し尿発生量を加算し推計する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

①仮設トイレ必要人数（人）＝避難者数＋断水による仮設トイレ必要人数 

 避難者数（人）：避難所へ避難する住民数 

（出典：「平成 23～24年度 岐阜県南海トラフの巨大地震等被害想定調査 岐阜県」） 

 断水による仮設トイレ必要人数（人）＝{水洗化人口－避難者数×（水洗化人口/総人口）} 

×上水道支障率×1/2※ 

 水洗化人口（人）：平常時に水洗化トイレを使用する住民数 

      （下水道人口、コミュニティプラント人口、農業集落排水人口、浄化槽人口） 

（出典：「日本の廃棄物処理平成 30年度版」） 

総人口（人）：水洗化人口＋非水洗化人口 

上水道支障率：地震による上水道の被害率 

（出典：「岐阜県東海地震等被害対応シナリオ作成業務（平成 16年 3月）岐阜県」 で示された上水道被害率を 

使用。なお、想定地震のうち、複合型東海地震は南海トラフ地震に、関ケ原－養老断層系地震は、養老 

-桑名-四日市断層帯地震に読み替えて使用した） 

※「1/2」は断水により仮設トイレを利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち 1/2 の住民と仮定 

②非水洗化区域し尿収集人口（人）＝汲取人口－避難者数×（汲取人口/総人口） 

 汲取人口：計画収集人口（人） 

③1 人 1 日平均的排出量＝2.62 L/人･日 

（出典：「日本の廃棄物処理平成 30年度版」３．（１）し尿処理状況の推移） 

 

バキューム車、し尿処理施設の能力を表２２に、し尿収集必要量を表２３に示す。 

 

 

 

し尿収集必要量＝災害時におけるし尿収集必要人数×1 人 1 日平均排出量 

＝（①仮設トイレ必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口） 

×③1 人 1 日平均排出量 
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【表２２】バキューム車、し尿処理施設の能力 

圏域名 

バキューム車 し尿処理施設 

台数（台） 
タンク許容量 

（kL） 

処理能力 

（kL/日） 

岐阜圏域 158 1,037 666 

西濃圏域 205 793 430 

中濃圏域 106 406 270 

東濃圏域 50 199 385 

飛騨圏域 55 211 243 

県合計 574 2,646 1,994 

※平成 30年度一般廃棄物処理実態調査結果より 

 

【表２３】し尿収集必要量 

想定災害 

し尿収集必要量（kL/日） 

（し尿収集必要人数（人）） 

岐阜圏域 西濃圏域 中濃圏域 東濃圏域 飛騨圏域 県合計 

①南海トラフ地震 
270 

(103,016) 

126 

(48,209) 

85 

(32,540) 

146 

(55,563) 

30 

(11,319) 

657 

(250,647) 

②養老-桑名-四日市 

断層帯地震 

480 

(183,051) 

467 

(178,215) 

67 

(25,622) 

101 

(38,653) 

19 

(7,271) 

1,134 

(432,811) 

③阿寺断層系地震 

（南端から北西へ） 

84 

(32,231) 

43 

(16,260) 

90 

(34,384) 

123 

(47,007) 

154 

(58,912) 

495 

(188,794) 

⑤高山・大原断層帯地

震（北端から南西へ） 

90 

(34,419) 

48 

(18,422) 

79 

(30,176) 

94 

(35,716) 

134 

(51,274) 

445 

(170,008) 

⑦跡津川断層帯地震 
104 

(39,511) 

50 

(19,244) 

104 

(39,800) 

95 

(36,102) 

147 

(56,180) 

500 

(190,837) 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。 

注）④阿寺断層系地震（北端から南東へ）、⑥高山・大原断層帯地震（南端から北東へ）、⑧揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯

地震（北端から南東へ）、⑨長良川上流断層帯地震（北端から南へ）、⑩長良川上流断層帯地震（南端から北へ）及び

⑪屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ）については、上水道支障率（地震による上水道の被害率）

の想定が公表されていないため、推計を行なっていない。 
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３ 避難所ごみ量の推計 

 ・ 避難所の１人当たりごみ排出量は平常時以下であると考えられることから、避難所ごみにより、

被災市町村のごみ処理必要量は増加しないと推測する。 

・ 避難所ごみの収集運搬について支障が生じるときには、県は、岐阜県環境整備事業協同組合及び

岐阜県清掃事業協同組合との「無償団体救援協定書」により、被災市町村の要請に基づいて、両組

合に支援協力を要請する。 

 

避難所ごみ発生量は、災害廃棄物対策指針の技術資料に基づき算定した。 

 

 

避難者数：避難所における避難者数（人） 

 発生原単位：収集実績に基づき市町村ごとに設定 

【参考】県平均 626 g/人・日（県平均） 

（出典：「平成 30年度一般廃棄物処理事業実態調査結果」 

生活系ごみ(生活系ごみ収集量+集団回収量) 1人 1日当たりの排出量） 

避難所ごみ発生量を表２４に示す。 

 

【表２４】避難所ごみ発生量 

想定災害 

避難所ごみ発生量（t/日） 

（避難者数（千人）） 

岐阜圏域 西濃圏域 中濃圏域 東濃圏域 飛騨圏域 県合計 

①南海トラフ地震 
51.6 

(81.5) 

21.4 

(34.9) 

10.6 

(18.3) 

14.9 

(21.9) 

2.7 

(4.3) 

101.2 

(160.9) 

②養老-桑名-四日市 

断層帯地震 

71.8 

(115.9) 

71.6 

(113.2) 

5.2 

(8.5) 

2.3 

(3.4) 

0.1 

(0.1) 

151.0 

(241.1) 

③阿寺断層系地震 

（南端から北西へ） 

2.8 

(4.4) 

1.1 

(1.8) 

4.2 

(7.2) 

4.3 

(6.0) 

16.2 

(26.4) 

28.6 

(45.8) 

④阿寺断層系地震 

（北端から南東へ） 

3.8 

(5.9) 

1.8 

(3.0) 

3.7 

(6.4) 

17.2 

(24.4) 

7.8 

(13.8) 

34.3 

(53.4) 

⑤高山・大原断層帯地

震（北端から南西へ） 

3.4 

(5.4) 

2.0 

(3.2) 

6.0 

(10.0) 

0.4 

(0.5) 

17.4 

(26.4) 

29.2 

(45.5) 

⑥高山・大原断層帯地

震（南端から北東へ） 

0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

1.1 

(1.9) 

0.0 

(0.0) 

21.6 

(32.1) 

22.7 

(34.0) 

⑦跡津川断層帯地震 
7.3 

(11.6) 

3.0 

(4.9) 

3.7 

(6.1) 

0.6 

(0.8) 

22.8 

(33.2) 

37.4 

(56.6) 

⑧揖斐川-武儀川(濃

尾)断層帯地震 

（北端から南東へ） 

114.5 

(179.9) 

20.7 

(34.2) 

31.2 

(51.9) 

4.3 

(6.4) 

0.3 

(0.5) 

171.0 

(272.9) 

⑨長良川上流断層帯地

震（北端から南へ） 

22.3 

(35.1) 

4.3 

(7.1) 

21.2 

(35.4) 

3.8 

(5.5) 

2.2 

(3.9) 

53.8 

(87.0) 

⑩長良川上流断層帯地

震（南端から北へ） 

1.5 

(2.4) 

0.7 

(1.1) 

9.5 

(15.7) 

0.1 

(0.1) 

1.5 

(2.3) 

13.3 

(21.6) 

⑪屏風山・恵那山及び 

猿投山断層帯地震

（南端から北東へ） 

3.7 

(5.7) 

1.1 

(1.8) 

2.7 

(4.9) 

50.0 

(72.4) 

0.3 

(0.5) 

57.8 

(85.3) 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。 

避難所ごみの発生量＝避難者数×発生原単位 

  - 29 - 



- 28 - 

４ がれき類の収集運搬に必要な収集運搬車両台数の推計 

 

  ○ 国が災害廃棄物対策指針の技術資料において「運搬車両の必要台数の算定方法」を 

策定中であるため、策定後に、あらためて算定方法を検討する。 

 

 

５ 県内の廃棄物処理施設（焼却・最終処分）の処理可能量の推計 

・ 現状の稼働状況により、余力を算定し、処理可能量を推計した。 

・ 焼却施設の処理可能量は、３年のうち処理できる期間について、仮置場等での破砕・分別処理の

期間及び過去の震災の経験から焼却施設の復旧期間を考慮して３か月見込み２．７５年とするとと

もに、施設の点検期間を考慮し、２．７５年における年あたりの施設の稼働日数を２９２日として

推計した。 

 

 ○３年間のうち処理できる日数 

（３－０．２５）年×３６５日／年×０．８＝８０３日 

 

・ 最終処分の処理可能量は、残余容量から年間埋立実績の１０年分を差し引くことにより推計した。 

 

一般廃棄物処理施設の処理可能量を表２５に、一般廃廃棄物最終処分場の処理可能量を表２６に示す。 



 

【表２５】一般廃棄物焼却施設の処理可能量（１／２） 

圏域 

名 
市町村等 施設名 

処理能力 

(t/日) 

年間処理 

能力※１ 

(t/年) 

年間処理 

実績※２ 

(t/年) 

余力※３ 

(t/年) 

災害廃棄物 

処理可能量 
※４ 

(t/3年間) 

想定震度※５ 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

岐阜 

圏域 

岐阜市 掛洞プラント 150 43,800 20,176 23,624 64,966 6弱 6強 5強 5強 5強 5弱 5強 7 6弱 5強 5強 

岐阜市 東部クリーンセンター 450 131,400 109,747 21,653 59,546 5強 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 7 6弱 5強 5強 

各務原市 北清掃センター 192 56,064 42,237 13,827 38,025 5強 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6強 6弱 5強 5強 

山県市 クリーンセンター 36 10,512 7,656 2,856 7,854 6弱 6弱 5強 5強 5強 5強 5強 7 6強 6弱 5強 

本巣市 
真正廃棄物処理施設 2 休止中 6弱 5弱 5弱 5強 5弱 5弱 6強 6強 6弱 6弱 5強 

根尾廃棄物処理施設 0.8 休止中 5強 6弱 5強 5強 5強 5弱 5強 6強 6弱 6弱 5強 

西濃 

圏域 

大垣市 クリーンセンター 240 70,080 46,348 23,732 65,263 6弱 6強 5弱 5強 5弱 5弱 5強 6弱 5強 5強 5強 

垂井町 クリーンセンター 40 11,680 7,315 4,365 12,004 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

南濃衛生施設 

利用事務組合 
清掃センター 80 23,360 16,689 6,671 18,345 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

西濃環境整備 

組合 

西濃環境保全センター 180 52,560 32,496 20,064 55,176 6弱 6強 5弱 5強 5弱 4 5弱 6弱 5強 5強 5弱 

西濃環境保全センター 90 26,280 20,129 6,151 16,915 6弱 6強 5弱 5強 5弱 4 5弱 6弱 5強 5強 5弱 

中濃 

圏域 

郡上市 郡上クリーンセンター 75 21,900 11,158 10,742 29,541 5強 5強 5強 6強 6弱 7 5強 6強 7 7 5強 

可茂衛生施設 

利用組合 

ささゆりクリーンパー 

クエコサイクルプラザ 
240 70,080 49,705 20,375 56,031 5強 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5強 6弱 

中濃地域広域 

行政事務組合 

クリーンプラザ中濃 

ガス化溶融施設 
168 49,056 34,833 14,223 39,113 5強 5強 5弱 5強 5弱 5強 5弱 7 6強 6強 5強 

東濃 

圏域 

多治見市 
三の倉センター 170 49,640 42,986 6,654 18,299 6弱 6弱 5弱 5強 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 6強 

笠原クリーンセンター 18 休止中 6弱 6弱 5弱 5強 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 6強 

中津川市 環境センター 98 28,616 23,810 4,806 13,217 6弱 5弱 6弱 6強 5弱 5強 5弱 5強 6弱 5強 6強 

瑞浪市 クリーンセンター 50 14,600 10,446 4,154 11,424 6弱 5強 5弱 6弱 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5強 6強 

恵那市 
恵南クリーンセンター 

あおぞら 
25 休止中 6弱 5弱 5強 6弱 5弱 5弱 5弱 5強 5強 5弱 6強 

土岐市 環境センター 70 20,440 16,748 3,692 10,153 6弱 5強 5弱 6弱 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5強 6強 
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【表２５】一般廃棄物焼却施設の処理可能量（２／２） 

圏域 

名 
市町村等 施設名 

処理能力 

(t/日) 

年間処理 

能力※１ 

(t/年) 

年間処理 

実績※２ 

(t/年) 

余力※３ 

(t/年) 

災害廃棄物 

処理可能量 
※４ 

(t/3年間) 

想定震度※５ 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

飛騨

圏域 

高山市 

資源リサイクルセンター 

清掃工場 
100 29,200 22,126 7,074 19,453 5強 4 6弱 6強 6弱 7 6弱 5強 6弱 6強 5強 

久々野クリーンセンター 16 4,672 1,375 3,297 9,068 5強 5強 6強 6強 6強 7 6弱 5強 6弱 6強 5強 

飛騨市 クリーンセンター 25 7,300 5,985 1,315 3,616 5強 4 5強 5強 5強 6弱 6強 5弱 5強 5強 5弱 

下呂市 クリーンセンター 60 17,520 9,376 8,144 22,396 5強 5強 6強 7 5強 7 5強 6弱 6強 6弱 6弱 

県合計 2,530 738,760 531,341 207,419 570,403 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

※１ 年間稼働日数を２９２日として算出。 

※２ 平成 30年度一般廃棄物処理実態調査結果より 

※３ 年間処理能力－年間処理実績として算出。 

※４ 処理期間を２．７５年として算定。 

※５ ①：南海トラフ地震 ②：養老-桑名-四日市断層帯地震 ③：阿寺断層系地震（南端から北西へ） ④：阿寺断層系地震（北端から南東へ） 

⑤：高山・大原断層帯地震（北端から南西へ） ⑥：高山・大原断層帯地震（南端から北東へ） ⑦：跡津川断層帯地震 

⑧：揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ） ⑨：長良川上流断層帯地震（北端から南へ） ⑩：長良川上流断層帯地震（南端から北へ） 

⑪：屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ） 

①、②、③、⑤及び⑦については、施設の想定震度。④、⑥、⑧、⑨、⑩及び⑪については、施設が設置されている市町村の最大震度。 

ただし、多治見市の笠原クリーンセンターは、すべての地震について施設が設置されている市町村の最大震度。 
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【表２６】一般廃棄物最終処分場の処理可能量（１／３） 

圏域 

名 
市町村等 施設名 

埋立実績 
※１ 

(m3/年) 

残余容量 
※１ 

(m3) 

10年後 

残余容量 

※２(m3) 

10年後 

残余量 

※３(t) 

想定震度※４ 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

岐阜 

圏域 

岐阜市 大杉一般廃棄物最終処分場 1,213 191,617 179,487 269,231 5強 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 7 6弱 5強 5強 

羽島市 一般廃棄物最終処分場 0 18,650 18,650 27,975 6弱 6強 5強 5強 5弱 5弱 5強 6弱 5強 5弱 5強 

各務原市 大伊木一般廃棄物最終処分場 0 992 992 1,488 6弱 6弱 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6強 6弱 5強 5強 

山県市 クリーンセンター 665 5,869 0 0 6弱 6弱 5強 5強 5強 5強 5強 7 6強 6弱 5強 

本巣市 
本巣廃棄物最終処分場 6 20,922 20,862 31,293 6弱 6弱 5弱 5強 5弱 5弱 5強 6強 6弱 6弱 5強 

根尾廃棄物最終処分場 0 480 480 720 5強 6弱 5強 5強 5強 5弱 5強 6強 6弱 6弱 5強 

西濃 

圏域 

大垣市 

草道島一般廃棄物最終処分場 122 297 0 0 6弱 7 5弱 5強 5弱 5弱 5強 6弱 5強 5強 5強 

一般廃棄物最終処分場（荒川町） 159 8,103 6,513 9,770 6弱 7 5弱 5強 5弱 5弱 5強 6弱 5強 5強 5強 

上石津最終処分場（上多良） 1,528 47,671 32,391 48,587 5強 6強 4 5強 4 5弱 5弱 6弱 5強 5強 5強 

墨俣町最終処分場 0 7,985 7,985 11,978 6弱 6強 5弱 5強 5強 5弱 5強 6弱 5強 5強 5強 

海津市 

福江一般廃棄物最終処分場 217 41,372 39,202 58,803 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

今尾一般廃棄物最終処分場 244 10,551 8,111 12,167 6弱 7 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

戸田一般廃棄物最終処分場 403 1,325 0 0 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

養老町 
一般廃棄物最終処分場 173 3,347 1,617 2,426 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

祖父江一般廃棄物最終処分場 289 5,250 2,360 3,540 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

垂井町 
葉生埋立最終処分場 12 1,412 1,292 1,938 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

表佐矢取最終処分場 868 3,826 0 0 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 

関ケ原町 笹尾埋立処分場 1 1,822 1,812 2,718 5強 6強 4 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5強 5弱 

神戸町 一般廃棄物最終処分場（瀬古） 126 11,958 10,698 16,047 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 5弱 5弱 6弱 5強 5強 5弱 

輪之内町 一般廃棄物最終処分場 58 10,800 10,220 15,330 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5強 6弱 5強 5弱 5弱 

安八町 一般廃棄物最終処分場 164 2,435 795 1,193 6弱 6強 5弱 5強 5弱 5弱 5強 6弱 5強 5弱 5強 

揖斐川町 坂内最終処分場 1 128 118 177 5強 6弱 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6強 6弱 5強 5弱 

南濃衛生施設 

利用事務組合 
最終処分場 503 2,384 0 0 6弱 7 5弱 5弱 5弱 4 5強 6弱 5強 5強 5弱 

西南濃粗大廃 

棄物処理組合 
西南濃粗大廃棄物処理センター 575 12,375 6,625 9,938 6弱 6強 5弱 5弱 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 5弱 
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【表２６】一般廃棄物最終処分場の処理可能量（２／３） 

圏域 

名 
市町村等 施設名 

埋立実績 
※１ 

(m3/年) 

残余容量 
※１ 

(m3) 

10年後 

残余容量 

※２(m3) 

10年後 

残余量 

※３(t) 

想定震度※４ 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

西濃 

圏域 

西濃環境整備 

組合 
一般廃棄物最終処分場 1,502 14,394 0 0 6弱 6強 5強 5強 5強 4 5強 6弱 5強 5強 5弱 

中濃 

圏域 

美濃市 ごみ埋立処分場 303 5,581 2,551 3,827 5強 5強 5弱 6弱 5弱 5強 5弱 7 6強 6弱 5強 

美濃加茂市 一般廃棄物埋立処分場 178 140,874 139,094 208,641 6弱 5強 5強 5強 5弱 5弱 5強 6強 6弱 5強 6弱 

可児市 
一般廃棄物埋立処分場（大森） 562 22,961 17,341 26,012 6弱 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5強 6弱 

一般廃棄物埋立処分場（兼山） 0 750 750 1,125 6弱 5強 5強 5強 5弱 5弱 5強 6弱 6弱 5強 6弱 

郡上市 

白鳥管理型処分場 14 562 422 633 5強 5強 6弱 6強 6弱 7 5強 6強 7 7 5強 

高鷲一般廃棄物最終処分場(安定型) 0 200 200 300 6弱 5強 6弱 6強 6強 7 6弱 6強 7 7 5強 

高鷲一般廃棄物最終処分場(管理型) 0 1,410 1,410 2,115 5強 5強 5強 6強 6弱 7 6弱 6強 7 7 5強 

和良埋立場 37 2,298 1,928 2,892 5強 5強 6弱 6強 6弱 7 5強 6強 7 7 5強 

市島埋立場 418 8,613 4,433 6,650 6弱 5強 6弱 6強 6強 7 6弱 6強 7 7 5強 

八百津町 
錦織一般廃棄物埋立処分場 0 37,899 37,899 56,849 6弱 5強 5強 6弱 5弱 5弱 5強 6弱 6弱 5弱 6弱 

久田見一般廃棄物埋立処分場 56 16,614 16,054 24,081 5強 5弱 5強 6弱 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5弱 6弱 

御嵩町 南山一般廃棄物埋立処分場 80 3,662 2,862 4,293 6弱 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5弱 6弱 

可茂衛生施設 

利用組合 

緑ヶ丘クリーンセンター最終処分場 0 2,704 2,704 4,056 6弱 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6強 6弱 5強 6弱 

ささゆりクリーンパーク最終処分場 1,833 52,185 33,855 50,783 6弱 5強 5弱 5強 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5強 6弱 

中濃地域広域 

行政事務組合 

クリーンプラザ中濃 

一般廃棄物最終処分場 
1,342 44,812 31,392 47,088 5強 5強 5弱 5強 5弱 5強 5弱 7 6強 6強 5強 

東濃 

圏域 

多治見市 

大畑センター安定型埋立処分場 1,117 123,249 112,079 168,119 6弱 5強 5弱 5強 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 6強 

笠原町クリーンセンター 

安定型埋立処分場 
0 106,963 106,963 160,445 6弱 5強 5弱 5強 4 4 4 6弱 5強 5弱 6強 

笠原町クリーンセンター 

管理型埋立処分場 
92 29,769 28,849 43,274 6弱 5強 5弱 5強 5弱 4 4 6弱 5強 5弱 6強 

大畑センター管理型処分場 962 24,567 14,947 22,421 6弱 5強 5弱 5強 5弱 4 5弱 6弱 5強 5弱 6強 

中津川市 中津川環境センター最終処分場 1,191 41,466 29,556 44,334 6弱 5弱 6弱 6強 5弱 5強 5弱 5強 6弱 5強 6強 
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【表２６】一般廃棄物最終処分場の処理可能量（３／３） 

圏域 

名 
市町村等 施設名 

埋立実績 
※１ 

(m3/年) 

残余容量 
※１ 

(m3) 

10年後 

残余容量 

※２(m3) 

10年後 

残余量 

※３(t) 

想定震度※４ 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

東濃 

圏域 

瑞浪市 
不燃物埋立処分場 0 7,872 7,872 11,808 6弱 5強 5強 6弱 5強 5弱 5強 6弱 6弱 5強 6強 

新不燃物最終処分場 1,086 38,385 27,525 41,288 6弱 5強 5強 6弱 5強 5弱 5強 6弱 6弱 5強 6強 

恵那市 一般廃棄物最終処分場（第二期） 0 4,410 4,410 6,615 6弱 5弱 5強 6弱 5弱 5弱 5弱 5強 5強 5弱 6強 

土岐市 土岐市環境センター 9,207 436,548 344,478 516,717 6弱 5強 5弱 6弱 5弱 5弱 5弱 6弱 6弱 5強 6強 

飛騨 

圏域 

高山市 

資源リサイクルセンター埋立処分

地 
5,490 48,072 0 0 5強 4 6弱 6強 6弱 7 6弱 5強 6弱 6強 5強 

久々野クリーンセンター埋立処分

地 
188 682 0 0 5強 5弱 6弱 6強 6強 7 5強 5強 6弱 6強 5強 

丹生川埋立処分地 358 1,713 0 0 5強 4 6弱 6強 6弱 7 5強 5強 6弱 6強 5強 

荘川埋立処分地 0 4,000 4,000 6,000 5強 5弱 6弱 6強 6弱 7 6弱 5強 6弱 6強 5強 

上宝埋立処分地 0 1,600 1,600 2,400 5強 5弱 5強 6強 5弱 7 6弱 5強 6弱 6強 5強 

飛騨市 松ケ瀬最終処分場 139 3,110 1,720 2,580 5強 5弱 5強 5強 5強 6弱 6強 5弱 5強 6強 5弱 

下呂市 
金山町埋立処分場 9,556 9,445 0 0 5強 5強 6強 7 6弱 7 6弱 6弱 6強 6弱 6弱 

一般廃棄物最終処分場 9,054 7,833 0 0 5強 5強 6強 7 6弱 7 6弱 6弱 6強 6弱 6弱 

白川村 保木脇埋立地 5 6,068 6,018 9,027 5強 5弱 5強 5強 5強 5強 6強 5弱 5強 6弱 5弱 

県合計 52,097 1,662,842 1,333,122 1,999,692 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

※１ 平成 30年度一般廃棄物処理実態調査結果より 

※２ 残余容量－埋立実績×１０年 

※３ １０年後残余容量×１．５ｔ／㎥ 

※４ ①：南海トラフ地震 ②：養老-桑名-四日市断層帯地震 ③：阿寺断層系地震（南端から北西へ） ④：阿寺断層系地震（北端から南東へ） 

⑤：高山・大原断層帯地震（北端から南西へ） ⑥：高山・大原断層帯地震（南端から北東へ） ⑦：跡津川断層帯地震 

⑧：揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ） ⑨：長良川上流断層帯地震（北端から南へ） ⑩：長良川上流断層帯地震（南端から北へ） 

⑪：屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ） 

①、②、③、⑤及び⑦については、施設の想定震度。④、⑥、⑧、⑨、⑩及び⑪については、施設が設置されている市町村の最大震度。 

ただし、西濃環境整備組合の一般廃棄物最終処分場は、すべての地震について施設が設置されている市町村の最大震度。
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６ 仮設焼却施設等の設置必要基数の推計 

・ がれき類発生量が、被災市町村で３年以内に処理できる見込みのときは、被災市町村の要請に

基づいて、県事務所、市町村及び一部事務組合において処理期間の短縮に向けた対策を検討する。 

・ 想定した地震災害時に台風などの影響による風水害が発生するなど、複合災害が発生し、推計

した災害廃棄物発生量よりもさらに大量の災害廃棄物が生じる可能性がある。これら複合災害時

など、県内の一般廃棄物処理施設における広域処理によっても、３年以内に処理ができないがれ

き類が発生した場合には、被災市町村は仮設焼却施設等の設置を検討する。 

 

７ 災害廃棄物の仮置場の必要面積の推計及び確保 

・ 県は、迅速な災害復旧及びがれき類の分別・リサイクルを図るための仮置場を早期に確保でき

るよう、市町村ごとに必要となる仮置場の必要面積を算定するとともに、各市町村の候補地選定

状況を把握する。 

・ 県は、仮置場が不足する事態を想定して、国有地及び県有地の中から仮置場設置検討対象用地

のリストを作成する。 

・ 市町村から、国有地又は県有地の利用希望があった場合には、発災時に仮置場として使用する

ことができるよう、県は、国、県関係機関との調整を行う。 

・ 積雪等の影響により、仮置場の運営等に支障が生じることが想定される地域においては候補地

の選定に配慮することとし、仮置場の必要面積に対し十分な面積の仮置場を確保する。 

 

【表２７】仮置場の用途 

用 途 説   明 

一時的な仮置場 ・道路障害物等の緊急的な除去が必要となる災害廃棄物の一時的な仮置き 

・住民が自ら持込む仮置き 

破砕・選別等の 

作業用地 

・仮設破砕機等の設置及び処理作業（分別・選別等）を行うための用地 

保管用地 ・中間処理施設の能力以上に搬入される災害廃棄物の保管 

・最終処分場の処理又は輸送能力等とバランスせずに堆積するものの保管 

・需要とバランスせずに滞留する再資源化物の保管（再資源化物のみの仮

保管は除く） 

・コンクリートがら等の復興資材を利用先まで搬出するまでの一時的な保

管 

・焼却灰や有害廃棄物・危険物等の一時的な保管 

 

仮置場の必要面積は、下記に示す算定式を用いて、想定災害ごとに推計した。 

 

 

 

 

  集積量：災害廃棄物の発生量（ｔ） 

  見かけ比重：可燃物０．４（ｔ／㎥）、不燃物１．１（ｔ／㎥） 

  積み上げ高さ：５ｍ 

  作業スペース割合：１ 

 

圏域ごとの仮置場必要面積及び充足率を表２８に示す。 

仮置場必要面積（最大で必要となる面積） 

＝集積量÷見かけ比重÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 
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【表２８】圏域ごとの仮置場必要面積及び充足率 

想定災害 

必要面積(ha) 

充足率(％) 

岐阜圏域 西濃圏域 中濃圏域 東濃圏域 飛騨圏域 

①南海トラフ地震 
147.5  77.4  36.6  42.4  10.0  

59.8 98.6 183.5 132.6 500以上 

②養老-桑名-四日市断

層帯地震 

217.4  293.9  16.2  6.4  0.1  

40.6 26.0 414.2 500以上 500以上 

③阿寺断層系地震 

（南端から北西へ） 

6.8  4.1  16.4  12.0  70.4  

500以上 500以上 408.1 468.1 78.4 

④阿寺断層系地震 

（北端から南東へ） 

9.8  7.2  16.2  57.3  44.8  

500以上 500以上 413.2 98.0 123.2 

⑤高山・大原断層帯地震

（北端から南西へ） 

9.1  7.5  27.0 0.9  68.3  

500以上 500以上 248.1 500以上 80.8 

⑥高山・大原断層帯地震

（南端から北東へ） 

0.0  0.0  4.6  0.0  92.4  

― ― 500以上 ― 59.7 

⑦跡津川断層帯地震 
19.1  10.9  12.6  1.3  91.1  

462.1 500以上 500以上 500以上 60.6 

⑧揖斐川-武儀川(濃尾)

断層帯地震（北端から

南東へ） 

364.6  73.6  130.9  11.8  0.9  

24.2 103.7 51.3 474.4 500以上 

⑨長良川上流断層帯地

震（北端から南へ） 

58.1  15.4  103.5  10.6  9.6  

151.7 496.7 64.8 500以上 500以上 

⑩長良川上流断層帯地

震（南端から北へ） 

3.6  2.3  53.8  0.0  4.6  

500以上 500以上 124.7 ― 500以上 

⑪屏風山・恵那山及び猿

投山断層帯地震（南端

から北東へ） 

8.4  4.5  7.8  185.0  0.8  

500以上 500以上 500以上 30.4 500以上 

候補地箇所数※１ 86  83  80  46  72  

使用可能面積(ha)※２ 88.2  76.3  67.1  56.2  55.2  

■：充足率３０％未満 ■：充足率３０％以上～６０％未満 
 

※１ 令和２年度市町村アンケート調査結果から 

※２ 令和２年度市町村アンケート調査結果から。面積が不明の場合は、１箇所あたり 0.5haとして算出した。 

注） がれき類発生量の容積のうち、早期に処理が必要な可燃物の占める割合は約３０％である。 

「処理期間を通して一定の割合で災害廃棄物の処理が続くことを前提とした計算方法」を用いて算出する仮

置場の必要面積は、「最大で必要となる面積の算定方法」を用いて算出する仮置場の必要面積の約６０％で

ある。 

 

推計の結果、岐阜圏域は南海トラフ地震、養老-桑名-四日市断層帯地震、揖斐川-武儀川(濃尾)断

層帯地震（北端から南東へ）での仮置場が、西濃圏域は養老-桑名-四日市断層帯地震での仮置場が、

中濃圏域では揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ）での仮置場が、東濃圏域では屏風

山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ）での仮置場が、飛騨圏域では高山・大原断層帯

地震（南端から北東へ）での仮置場が不足している。 
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８ 水害によるがれき類発生量の推計等 

県南部では、木曽三川（木曽川・長良川・揖斐川）が伊勢湾に向かって流れており、その合流域に

は海抜０m地帯を含む水郷地帯が広がっている。特に、岐阜・西濃圏域においては地盤の低い平野が

広がっているため、豪雨時における水害の危険性が非常に高く、長年にわたり水害に苦しんでいる地

域である。 

そこで、県で作成した浸水想定区域図（図４）に基づき、水害によるがれき類の発生量の推計を行

った。想定する水害は洪水とし、対象河川は岐阜県の管理河川及び国土交通省の管理河川とした。 

県は、市町村が管理する河川による洪水及び内水被害による被害想定について、各市町村において

以下の推計方法に準じて水害廃棄物の発生量を推計するよう助言する。 

水害により発生する災害廃棄物は、浸水に伴う家財等が排出され混合廃棄物が多くなり分別作業が

より必要となること及び焼却処理する場合に発熱量を確保するため助燃材の投入が必要となること

に配慮が必要である。 

豪雨等により宅地内に土砂及び流木等の廃棄物が堆積する場合があり、これらの土砂混じりの廃棄

物等を適切に処理するには、災害廃棄物の仮置場とは別に、これらの土砂混じりの廃棄物等を分別す

る場所を設ける必要がある。また、住宅等所有者がこれらの土砂混じりの廃棄物等を住宅等から搬出

するにあたり、規模の大きさや作業の危険度により重機等を使用する必要がある等の理由で個人での

対応が困難な場合には、市町村が搬出を実施（直接排除）することとなる。直接排除のために市町村

が確保した重機等では十分でない場合は、県が締結している災害時の応援協定に基づき、県が重機等

と作業者を確保し、市町村を支援することも想定する必要がある。 

 

 

【図４】岐阜県浸水想定区域図 
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（１）推計方法 

 水害によるがれき類発生量の推計は、「水害廃棄物対策指針（平成１７年６月）環境省」の添付資

料に従い推計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ＝Ｎ×h×q 

   Ｑ：水害によるがれき類発生量 

   Ｎ：被害区分別の建物棟数〔床上浸水、床下浸水〕（棟） 

   h：1 棟当たりの世帯数（世帯/棟） 

   q：1 世帯当たりのがれき類発生量〔原単位〕（t/世帯） 

      床上浸水（浸水深 0.5m 以上）  3.79（t/世帯） 

 床下浸水（浸水深 0～0.5m 未満） 0.08（t/世帯） 
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（２）推計結果 

図５に圏域ごとの水害によるがれき類発生量を示す。 

水害により生じる災害廃棄物については、「南海トラフの巨大地震等被害想定調査結果」で示され

た５つの地震により生ずる災害廃棄物と比較すると少ないものの、被災市町村において３年以内に処

理することができない災害廃棄物が発生した場合には、県内の広域応援体制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏域名 

床上浸水による 

がれき類発生量 

（千ｔ） 

床下浸水による 

がれき類発生量 

（千ｔ） 

合計 

（千ｔ） 

岐阜圏域 541.2 3.7 544.9 

西濃圏域 214.2 2.0 216.2 

中濃圏域 28.9 0.3 29.2 

東濃圏域 21.9 0.2 22.1 

飛騨圏域 16.8 0.2 17.0 

県合計 823.0 6.4 829.4 

【図５】圏域ごとの水害によるがれき類発生量 
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１－７ 災害廃棄物処理の広域処理等                       

 

 ・ 被災市町村において、災害廃棄物を発災から３年以内に処理できないおそれがある場合には、

被災市町村の要請に基づいて、県市町村間協定書による広域応援体制を構築する。 

 ・ 広域応援体制は、災害廃棄物の処理が発災から３年以上に及ばないようにする。 

 ・ 被災市町村の行政機能が喪失した場合には、県は被災市町村からの事務委託を受けて、災害廃

棄物処理を行う。 

 ・ 発災時は、以下のとりまとめを参考に、実際の災害廃棄物の発生量や廃棄物処理施設の被災状

況等に応じて、市町村が災害廃棄物処理実行計画を定め、処理にあたる。 

 

１ 圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量 

（１）がれき類 

圏域ごとのがれき類発生量、処理可能量及び広域処理等必要量の関係を、想定地震ごとに以下の

とおりとりまとめた。なお、可燃物は焼却処理、不燃物は最終処分するものとし、処理可能量を超

えた分を広域処理等必要量とした。 

広域処理等必要量については、県内の一般廃棄物処理施設における広域処理をまず行い、県内の

広域処理によっても３年以内に処理ができない可燃物及び不燃物については、県内の産業廃棄物処

理施設、県外の民間一般廃棄物処理施設、市町村による仮設焼却施設での処理を検討する。 

また、県域を越えた連携が必要となった場合は、大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会「災

害廃棄物中部ブロック広域連携計画」に基づき対応する。 

 

①南海トラフ地震(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 3,091  302.0  1,025.4  170.4  330.7  131.6  694.7  

西濃圏域 1,617  162.0  536.4  167.7  194.6  0.0  341.8  

中濃圏域 753  78.0  259.6  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 875  91.0  304.2  53.1  1,015.0  37.9  0.0  

飛騨圏域 203  23.0  79.6  54.5  20.0  0.0  59.6  

県合計 6,539  656.0  2,205.2  570.4  1,999.7  169.5  1,096.1  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

岐阜圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が、東濃圏域において、焼却処理の広域処

理が、西濃圏域及び飛騨圏域において、最終処分の広域処理が必要となる。 
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②養老-桑名-四日市断層帯地震(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 4,554  446.0  1,516.2  170.4  330.7  275.6  1,185.5  

西濃圏域 6,143  610.0  2,063.0  167.7  194.6  442.3  1,868.4  

中濃圏域 335  35.0  116.0  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 133  14.0  43.8  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 2  0.0  1.0  54.5  20.0  0.0  0.0  

県合計 11,167  1,105.0  3,740.0  570.4  1,999.7  717.9  3,053.9  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

岐阜圏域、西濃圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が必要となる。 

 

③阿寺断層系地震（南端から北西へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 144  14.0  48.8  170.4  330.7  0.0  0.0  

西濃圏域 85  10.0  28.0  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 329  38.0  131.6  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 242  27.0  90.4  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 1,417  163.0  548.6  54.5  20.0  108.5  528.6  

県合計 2,217  252.0  847.4  570.4  1,999.7  108.5  528.6  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

飛騨圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が必要となる。 

 

④阿寺断層系地震（北端から南東へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 204  20.0  66.0  170.4  330.7  0.0  0.0  

西濃圏域 150  14.0  50.8  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 324  39.0  127.8  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 1,162  131.0  434.2  53.1  1,015.0  77.9  0.0  

飛騨圏域 899  104.0  347.8  54.5  20.0  49.5  327.8  

県合計 2,739  308.0  1,026.6  570.4  1,999.7  127.4  327.8  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

東濃圏域において、焼却処理の広域処理が、飛騨圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処
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理が必要となる。 

 

⑤高山・大原断層帯地震（北端から南西へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 189  19.0  61.8  170.4  330.7  0.0  0.0  

西濃圏域 157  15.0  53.0  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 540  64.0  213.8  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 19  2.0  6.4  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 1,377  157.0  527.4  54.5  20.0  102.5  507.4  

県合計 2,282  257.0  862.4  570.4  1,999.7  102.5  507.4  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

飛騨圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が必要となる。 

 

⑥高山・大原断層帯地震（南端から北東へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 0  0.0  0.0  170.4  330.7  0.0  0.0  

西濃圏域 0  0.0  0.0  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 92  11.0  36.2  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 0  0.0  0.0  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 1,864  213.0  712.6  54.5  20.0  158.5  692.6  

県合計 1,956  224.0  748.8  570.4  1,999.7  158.5  692.6  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

飛騨圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が必要となる。 

 

⑦跡津川断層帯地震(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 401  38.0  131.6  170.4  330.7  0.0  0.0  

西濃圏域 229  22.0  76.4  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 256  28.0  96.6  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 26  3.0  9.6  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 1,824  215.0  714.0  54.5  20.0  160.5  694.0  

県合計 2,736  306.0  1,028.2  570.4  1,999.7  160.5  694.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 
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飛騨圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が必要となる。 

 

⑧揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域

処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 7,646  747.0  2,542.4  170.4  330.7  576.6  2,211.7  

西濃圏域 1,532  154.0  514.8  167.7  194.6  0.0  320.2  

中濃圏域 2,711  279.0  940.8  124.7  439.3  154.3  501.5  

東濃圏域 246  25.0  83.0  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 17  2.0  6.4  54.5  20.0  0.0  0.0  

県合計 12,152  1,207.0  4,087.4  570.4  1,999.7  730.9  3,033.3  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

岐阜圏域及び中濃圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が、西濃圏域において、最終

処分の広域処理が必要となる。 

 

⑨長良川上流断層帯地震（北端から南へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 1,220  120.0  402.0  170.4  330.7  0.0  71.3  

西濃圏域 322  31.0  109.2  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 2,092  237.0  790.4  124.7  439.3  112.3  351.1  

東濃圏域 219  23.0  73.6  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 194  22.0  76.4  54.5  20.0  0.0  56.4  

県合計 4,047  433.0  1,451.6  570.4  1,999.7  112.3  478.7  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

中濃圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が、岐阜圏域及び飛騨圏域において、最終

処分の広域処理が必要となる。 
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⑩長良川上流断層帯地震（南端から北へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 75  8.0  26.6  170.4  330.7  0.0  0.0  

西濃圏域 49  4.0  15.8  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 1,075  127.0  424.4  124.7  439.3  2.3  0.0  

東濃圏域 0  0.0  0.0  53.1  1,015.0  0.0  0.0  

飛騨圏域 91  11.0  34.2  54.5  20.0  0.0  14.2  

県合計 1,290  150.0  501.0  570.4  1,999.7  2.3  14.2  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

中濃圏域において、焼却処理の広域処理が、飛騨圏域において、最終処分の広域処理が必要とな

る。 

 

⑪屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ）(がれき類の圏域ごとの処理可能量と

広域処理等必要量) 

圏域名 
がれき類 

発生量 

要処理量 処理可能量 広域処理等必要量 

可燃物 
不燃物・ 

焼却灰 
焼却処理 最終処分 焼却処理 最終処分 

岐阜圏域 177  17.0  56.4  170.4  330.7  0.0  0.0  

西濃圏域 93  11.0  29.2  167.7  194.6  0.0  0.0  

中濃圏域 157  18.0  58.6  124.7  439.3  0.0  0.0  

東濃圏域 3,798  406.0  1,365.2  53.1  1,015.0  352.9  350.2  

飛騨圏域 16  2.0  6.4  54.5  20.0  0.0  0.0  

県合計 4,241  454.0  1,515.8  570.4  1,999.7  352.9  350.2  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                （単位：千ｔ） 

 

東濃圏域において、焼却処理及び最終処分の広域処理が必要となる。 
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２ 既設施設における広域処理 

災害廃棄物の推計から得られた結果を分析し、がれき類のうち可燃物については既存の焼却施設、

不燃物及び可燃物を焼却した際に発生する焼却灰については最終処分場における処理の広域的な

割り振り結果をとりまとめた。 

 

（１）既存の焼却施設に対するがれき類のうち可燃物の処理可能量・処理割り振り量 

①南海トラフ地震 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 302.0  170.4  131.6  0.0            

西濃圏域 162.0  167.7  0.0  5.7  5.7          

中濃圏域 78.0  124.7  0.0  46.7  46.7          

東濃圏域 91.0  53.1  37.9  0.0            

飛騨圏域 23.0  54.5  0.0  31.5        31.5    

県合計 656.0  570.4  169.5  83.9  52.4  0.0  0.0  31.5  0.0  

   支援処理不足量 85.6 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

②養老-桑名-四日市断層帯地震 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 446.0  170.4  275.6  0.0            

西濃圏域 610.0  167.7  442.3  0.0            

中濃圏域 35.0  124.7  0.0  89.7    89.7        

東濃圏域 14.0  53.1  0.0  39.1  39.1          

飛騨圏域 0.0  54.5  0.0  54.5  54.5          

県合計 1,105.0  570.4  717.9  183.3  93.6  89.7  0.0  0.0  0.0  

   支援処理不足量 534.6 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

③阿寺断層系地震（南端から北西へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 14.0  170.4  0.0  156.4            

西濃圏域 10.0  167.7  0.0  157.7            

中濃圏域 38.0  124.7  0.0  86.7          82.4  

東濃圏域 27.0  53.1  0.0  26.1          26.1  

飛騨圏域 163.0  54.5  108.5  0.0            

県合計 252.0  570.4  108.5  426.9  0.0  0.0  0.0  0.0  108.5  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 
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④阿寺断層系地震（北端から南東へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 20.0  170.4  0.0  150.4        38.6    

西濃圏域 14.0  167.7  0.0  153.7        39.3    

中濃圏域 39.0  124.7  0.0  85.7          49.5  

東濃圏域 131.0  53.1  77.9  0.0            

飛騨圏域 104.0  54.5  49.5  0.0            

県合計 308.0  570.4  127.4  389.8  0.0  0.0  0.0  77.9  49.5  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑤高山・大原断層帯地震（北端から南西へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 19.0  170.4  0.0  151.4            

西濃圏域 15.0  167.7  0.0  152.7            

中濃圏域 64.0  124.7  0.0  60.7          51.4  

東濃圏域 2.0  53.1  0.0  51.1          51.1  

飛騨圏域 157.0  54.5  102.5  0.0            

県合計 257.0  570.4  102.5  415.9  0.0  0.0  0.0  0.0  102.5  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑥高山・大原断層帯地震（南端から北東へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 0.0  170.4  0.0  170.4            

西濃圏域 0.0  167.7  0.0  167.7            

中濃圏域 11.0  124.7  0.0  113.7          105.4  

東濃圏域 0.0  53.1  0.0  53.1          53.1  

飛騨圏域 213.0  54.5  158.5  0.0            

県合計 224.0  570.4  158.5  504.9  0.0  0.0  0.0  0.0  158.5  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 
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⑦跡津川断層帯地震 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 38.0  170.4  0.0  132.4          13.7  

西濃圏域 22.0  167.7  0.0  145.7            

中濃圏域 28.0  124.7  0.0  96.7          96.7  

東濃圏域 3.0  53.1  0.0  50.1          50.1  

飛騨圏域 215.0  54.5  160.5  0.0            

県合計 306.0  570.4  160.5  424.9  0.0  0.0  0.0  0.0  160.5  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑧揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 747.0  170.4  576.6  0.0            

西濃圏域 154.0  167.7  0.0  13.7  13.7          

中濃圏域 279.0  124.7  154.3  0.0            

東濃圏域 25.0  53.1  0.0  28.1  28.1          

飛騨圏域 2.0  54.5  0.0  52.5      52.5      

県合計 1,207.0  570.4  730.9  94.3  41.8  0.0  52.5  0.0  0.0  

   支援処理不足量 636.6 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑨長良川上流断層帯地震（北端から南へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 120.0  170.4  0.0  50.4      50.4      

西濃圏域 31.0  167.7  0.0  136.7            

中濃圏域 237.0  124.7  112.3  0.0            

東濃圏域 23.0  53.1  0.0  30.1      30.1      

飛騨圏域 22.0  54.5  0.0  32.5      31.8      

県合計 433.0  570.4  112.3  249.7  0.0  0.0  112.3  0.0  0.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 
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⑩長良川上流断層帯地震（南端から北へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 8.0  170.4  0.0  162.4      2.3      

西濃圏域 4.0  167.7  0.0  163.7            

中濃圏域 127.0  124.7  2.3  0.0            

東濃圏域 0.0  53.1  0.0  53.1            

飛騨圏域 11.0  54.5  0.0  43.5            

県合計 150.0  570.4  2.3  422.7  0.0  0.0  2.3  0.0  0.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑪屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 17.0  170.4  0.0  153.4        153.4    

西濃圏域 11.0  167.7  0.0  156.7        40.3    

中濃圏域 18.0  124.7  0.0  106.7        106.7    

東濃圏域 406.0  53.1  352.9  0.0            

飛騨圏域 2.0  54.5  0.0  52.5        52.5    

県合計 454.0  570.4  352.9  469.3  0.0  0.0  0.0  352.9  0.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

 

（２）既存の最終処分場に対するがれき類のうち不燃物及び可燃物を焼却した際に発生する焼却灰の

処理可能量・処理割り振り量 

 

①南海トラフ地震 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 1,025.4  330.7  694.7  0.0            

西濃圏域 536.4  194.6  341.8  0.0            

中濃圏域 259.6  439.3  0.0  179.7    179.7        

東濃圏域 304.2  1,015.0  0.0  710.8  654.6        56.2  

飛騨圏域 79.6  20.0  59.6  0.0            

県合計 2,205.2  1,999.7  1,096.1  890.6  654.6  179.7  0.0  0.0  56.2  

   支援処理不足量 205.5 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 
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②養老-桑名-四日市断層帯地震 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 1,516.2  330.7  1,185.5  0.0            

西濃圏域 2,063.0  194.6  1,868.4  0.0            

中濃圏域 116.0  439.3  0.0  323.3    323.3        

東濃圏域 43.8  1,015.0  0.0  971.2  971.2          

飛騨圏域 1.0  20.0  0.0  19.0  19.0          

県合計 3,740.0  1,999.7  3,053.9  1,313.6  990.2  323.3  0.0  0.0  0.0  

   支援処理不足量 1,740.3 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

③阿寺断層系地震（南端から北西へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 48.8  330.7  0.0  281.9            

西濃圏域 28.0  194.6  0.0  166.6            

中濃圏域 131.6  439.3  0.0  307.7            

東濃圏域 90.4  1,015.0  0.0  924.6          528.6  

飛騨圏域 548.6  20.0  528.6  0.0            

県合計 847.4  1,999.7  528.6  1,680.9  0.0  0.0  0.0  0.0  528.6  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

④阿寺断層系地震（北端から南東へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 66.0  330.7  0.0  264.7            

西濃圏域 50.8  194.6  0.0  143.8            

中濃圏域 127.8  439.3  0.0  311.5            

東濃圏域 434.2  1,015.0  0.0  580.8          327.8  

飛騨圏域 347.8  20.0  327.8  0.0            

県合計 1,026.6  1,999.7  327.8  1,300.9  0.0  0.0  0.0  0.0  327.8  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 
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⑤高山・大原断層帯地震（北端から南西へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 61.8  330.7  0.0  268.9            

西濃圏域 53.0  194.6  0.0  141.6            

中濃圏域 213.8  439.3  0.0  225.5            

東濃圏域 6.4  1,015.0  0.0  1,008.6          507.4  

飛騨圏域 527.4  20.0  507.4  0.0            

県合計 862.4  1,999.7  507.4  1,644.7  0.0  0.0  0.0  0.0  507.4  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑥高山・大原断層帯地震（南端から北東へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 0.0  330.7  0.0  330.7            

西濃圏域 0.0  194.6  0.0  194.6            

中濃圏域 36.2  439.3  0.0  403.1            

東濃圏域 0.0  1,015.0  0.0  1,015.0          692.6  

飛騨圏域 712.6  20.0  692.6  0.0            

県合計 748.8  1,999.7  692.6  1,943.5  0.0  0.0  0.0  0.0  692.6  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑦跡津川断層帯地震 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 131.6  330.7  0.0  199.1            

西濃圏域 76.4  194.6  0.0  118.2            

中濃圏域 96.6  439.3  0.0  342.7            

東濃圏域 9.6  1,015.0  0.0  1,005.4          694.0  

飛騨圏域 714.0  20.0  694.0  0.0            

県合計 1,028.2  1,999.7  694.0  1,665.5  0.0  0.0  0.0  0.0  694.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 
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⑧揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 2,542.4  330.7  2,211.7  0.0            

西濃圏域 514.8  194.6  320.2  0.0            

中濃圏域 940.8  439.3  501.5  0.0            

東濃圏域 83.0  1,015.0  0.0  932.0  932.0          

飛騨圏域 6.4  20.0  0.0  13.6      13.6      

県合計 4,087.4  1,999.7  3,033.3  945.6  932.0  0.0  13.6  0.0  0.0  

   支援処理不足量 2,087.7 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑨長良川上流断層帯地震（北端から南へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 402.0  330.7  71.3  0.0            

西濃圏域 109.2  194.6  0.0  85.4  71.3          

中濃圏域 790.4  439.3  351.1  0.0            

東濃圏域 73.6  1,015.0  0.0  941.4      351.1    56.4  

飛騨圏域 76.4  20.0  56.4  0.0            

県合計 1,451.6  1,999.7  478.7  1,026.8  71.3  0.0  351.1  0.0  56.4  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

⑩長良川上流断層帯地震（南端から北へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 26.6  330.7  0.0  304.1            

西濃圏域 15.8  194.6  0.0  178.8            

中濃圏域 424.4  439.3  0.0  14.9            

東濃圏域 0.0  1,015.0  0.0  1,015.0          14.2  

飛騨圏域 34.2  20.0  14.2  0.0            

県合計 501.0  1,999.7  14.2  1,512.9  0.0  0.0  0.0  0.0  14.2  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 
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⑪屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 56.4  330.7  0.0  274.3            

西濃圏域 29.2  194.6  0.0  165.4            

中濃圏域 58.6  439.3  0.0  380.7        336.6    

東濃圏域 1,365.2  1,015.0  350.2  0.0            

飛騨圏域 6.4  20.0  0.0  13.6        13.6    

県合計 1,515.8  1,999.7  350.2  834.1  0.0  0.0  0.0  350.2  0.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

３ 災害廃棄物の広域処理等フロー 

想定災害ごとに、県内全体の災害廃棄物処理等フローを作成した。災害廃棄物処理等フロー（県 

全体）を示す。 
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（１）南海トラフ地震（県全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可燃物（２（１）①再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 302.0  170.4  131.6  0.0            

西濃圏域 162.0  167.7  0.0  5.7  5.7          

中濃圏域 78.0  124.7  0.0  46.7  46.7          

東濃圏域 91.0  53.1  37.9  0.0            

飛騨圏域 23.0  54.5  0.0  31.5        31.5    

県合計 656.0  570.4  169.5  83.9  52.4  0.0  0.0  31.5  0.0  

   支援処理不足量 85.6 

 

不燃物及び焼却灰（２（２）①再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 1,025.4  330.7  694.7  0.0            

西濃圏域 536.4  194.6  341.8  0.0            

中濃圏域 259.6  439.3  0.0  179.7    179.7        

東濃圏域 304.2  1,015.0  0.0  710.8  654.6        56.2  

飛騨圏域 79.6  20.0  59.6  0.0            

県合計 2,205.2  1,999.7  1,096.1  890.6  654.6  179.7  0.0  0.0  56.2  

   支援処理不足量 205.5 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

58.3%

木くず 柱材・角材 木質チップ

1,190千t 179千t 179千t

18.2% 2.7% 2.7%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

4,056千t 3,246千t 3,246千t

62.0% 49.6% 49.6%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

226千t 656千t 163千t

3.5% 10.0% 2.5%

その他（残材） 金属くず 金属くず

1,067千t 221千t 221千t

16.3% 3.4% 3.4%

焼却（既存施設）

不燃物 570千t

合 計 2,074千t 8.7%

6,539千t 31.7% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 570千t

土材系

163千t 埋立 焼却灰

2.5% 2,000千t 131千t

不燃物のみ：1,869千t 焼却量の20%

28.6%

(一般廃棄物処理施設)

2,000千t

焼却（その他）注1）

86千t

1.3%

埋立（その他）注2）

206千t

不燃物のみ：206千t

3.2%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

58.6%

木くず 柱材・角材 木質チップ

2,004千t 300千t 300千t

17.9% 2.7% 2.7%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

7,008千t 5,611千t 5,611千t

62.8% 50.2% 50.2%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

381千t 1,105千t 266千t

3.4% 9.9% 2.4%

その他（残材） 金属くず 金属くず

1,774千t 366千t 366千t

15.9% 3.3% 3.3%

焼却（既存施設）

不燃物 570千t

合 計 3,519千t 5.1%

11,167千t 31.5% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 570千t

土材系

266千t 埋立 焼却灰

2.4% 2,000千t 221千t

不燃物のみ：1,779千t 焼却量の20%

15.9%

(一般廃棄物処理施設)

2,000千t

焼却（その他）注1）

535千t

4.8%

埋立（その他）注2）

1740千t

不燃物のみ：1,740千t

15.6%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

（２）養老-桑名-四日市断層帯地震（県全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可燃物（２（１）②再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 446.0  170.4  275.6  0.0            

西濃圏域 610.0  167.7  442.3  0.0            

中濃圏域 35.0  124.7  0.0  89.7    89.7        

東濃圏域 14.0  53.1  0.0  39.1  39.1          

飛騨圏域 0.0  54.5  0.0  54.5  54.5          

県合計 1,105.0  570.4  717.9  183.3  93.6  89.7  0.0  0.0  0.0  

   支援処理不足量 534.6 

 

不燃物及び焼却灰（２（２）②再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 1,516.2  330.7  1,185.5  0.0            

西濃圏域 2,063.0  194.6  1,868.4  0.0            

中濃圏域 116.0  439.3  0.0  323.3    323.3        

東濃圏域 43.8  1,015.0  0.0  971.2  971.2          

飛騨圏域 1.0  20.0  0.0  19.0  19.0          

県合計 3,740.0  1,999.7  3,053.9  1,313.6  990.2  323.3  0.0  0.0  0.0  

   支援処理不足量 1,740.3 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（３）阿寺断層系地震（南端から北西へ）（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

52.7%

木くず 柱材・角材 木質チップ

452千t 65千t 65千t

20.4% 2.9% 2.9%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

1,208千t 971千t 971千t

54.5% 43.8% 43.8%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

64千t 252千t 70千t

2.9% 11.4% 3.2%

その他（残材） 金属くず 金属くず

493千t 62千t 62千t

22.2% 2.8% 2.8%

焼却（既存施設）

不燃物 252千t

合 計 797千t 11.4%

2,217千t 35.9% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 252千t

土材系

70千t 埋立 焼却灰

3.2% 847千t 50千t

不燃物のみ：797千t 焼却量の20%

35.9%

(一般廃棄物処理施設)

847千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 
可燃物（２（１）③再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 14.0  170.4  0.0  156.4            

西濃圏域 10.0  167.7  0.0  157.7            

中濃圏域 38.0  124.7  0.0  86.7          82.4  

東濃圏域 27.0  53.1  0.0  26.1          26.1  

飛騨圏域 163.0  54.5  108.5  0.0            

県合計 252.0  570.4  108.5  426.9  0.0  0.0  0.0  0.0  108.5  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）③再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 48.8  330.7  0.0  281.9            

西濃圏域 28.0  194.6  0.0  166.6            

中濃圏域 131.6  439.3  0.0  307.7            

東濃圏域 90.4  1,015.0  0.0  924.6          528.6  

飛騨圏域 548.6  20.0  528.6  0.0            

県合計 847.4  1,999.7  528.6  1,680.9  0.0  0.0  0.0  0.0  528.6  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（４）阿寺断層系地震（北端から南東へ）（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

53.5%

木くず 柱材・角材 木質チップ

555千t 82千t 82千t

20.3% 3.0% 3.0%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

1,519千t 1,222千t 1,222千t

55.5% 44.6% 44.6%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

79千t 308千t 85千t

2.9% 11.2% 3.1%

その他（残材） 金属くず 金属くず

586千t 77千t 77千t

21.4% 2.8% 2.8%

焼却（既存施設）

不燃物 308千t

合 計 965千t 11.2%

2,739千t 35.2% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 308千t

土材系

85千t 埋立 焼却灰

3.1% 1,027千t 62千t

不燃物のみ：965千t 焼却量の20%

35.2%

(一般廃棄物処理施設)

1,027千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 
可燃物（２（１）④再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 20.0  170.4  0.0  150.4        38.6    

西濃圏域 14.0  167.7  0.0  153.7        39.3    

中濃圏域 39.0  124.7  0.0  85.7          49.5  

東濃圏域 131.0  53.1  77.9  0.0            

飛騨圏域 104.0  54.5  49.5  0.0            

県合計 308.0  570.4  127.4  389.8  0.0  0.0  0.0  77.9  49.5  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）④再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 66.0  330.7  0.0  264.7            

西濃圏域 50.8  194.6  0.0  143.8            

中濃圏域 127.8  439.3  0.0  311.5            

東濃圏域 434.2  1,015.0  0.0  580.8          327.8  

飛騨圏域 347.8  20.0  327.8  0.0            

県合計 1,026.6  1,999.7  327.8  1,300.9  0.0  0.0  0.0  0.0  327.8  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（５）高山・大原断層帯地震（北端から南西へ）（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

53.2%

木くず 柱材・角材 木質チップ

464千t 68千t 68千t

20.3% 3.0% 3.0%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

1,256千t 1,011千t 1,011千t

55.0% 44.3% 44.3%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

67千t 257千t 71千t

2.9% 11.3% 3.1%

その他（残材） 金属くず 金属くず

495千t 64千t 64千t

21.7% 2.8% 2.8%

焼却（既存施設）

不燃物 257千t

合 計 811千t 11.3%

2,282千t 35.5% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 257千t

土材系

71千t 埋立 焼却灰

3.1% 862千t 51千t

不燃物のみ：811千t 焼却量の20%

35.5%

(一般廃棄物処理施設)

862千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 

可燃物（２（１）⑤再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 19.0  170.4  0.0  151.4            

西濃圏域 15.0  167.7  0.0  152.7            

中濃圏域 64.0  124.7  0.0  60.7          51.4  

東濃圏域 2.0  53.1  0.0  51.1          51.1  

飛騨圏域 157.0  54.5  102.5  0.0            

県合計 257.0  570.4  102.5  415.9  0.0  0.0  0.0  0.0  102.5  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）⑤再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 61.8  330.7  0.0  268.9            

西濃圏域 53.0  194.6  0.0  141.6            

中濃圏域 213.8  439.3  0.0  225.5            

東濃圏域 6.4  1,015.0  0.0  1,008.6          507.4  

飛騨圏域 527.4  20.0  507.4  0.0            

県合計 862.4  1,999.7  507.4  1,644.7  0.0  0.0  0.0  0.0  507.4  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（６）高山・大原断層帯地震（南端から北東へ）（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

52.6%

木くず 柱材・角材 木質チップ

407千t 61千t 61千t

20.8% 3.1% 3.1%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

1,055千t 845千t 845千t

53.9% 43.2% 43.2%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

59千t 224千t 65千t

3.0% 11.5% 3.3%

その他（残材） 金属くず 金属くず

435千t 57千t 57千t

22.2% 2.9% 2.9%

焼却（既存施設）

不燃物 224千t

合 計 704千t 11.5%

1,956千t 36.0% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 224千t

土材系

65千t 埋立 焼却灰

3.3% 749千t 45千t

不燃物のみ：704千t 焼却量の20%

36.0%

(一般廃棄物処理施設)

749千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 
可燃物（２（１）⑥再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 0.0  170.4  0.0  170.4            

西濃圏域 0.0  167.7  0.0  167.7            

中濃圏域 11.0  124.7  0.0  113.7          105.4  

東濃圏域 0.0  53.1  0.0  53.1          53.1  

飛騨圏域 213.0  54.5  158.5  0.0            

県合計 224.0  570.4  158.5  504.9  0.0  0.0  0.0  0.0  158.5  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）⑥再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 0.0  330.7  0.0  330.7            

西濃圏域 0.0  194.6  0.0  194.6            

中濃圏域 36.2  439.3  0.0  403.1            

東濃圏域 0.0  1,015.0  0.0  1,015.0          692.6  

飛騨圏域 712.6  20.0  692.6  0.0            

県合計 748.8  1,999.7  692.6  1,943.5  0.0  0.0  0.0  0.0  692.6  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（７）跡津川断層帯地震（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

53.5%

木くず 柱材・角材 木質チップ

555千t 82千t 82千t

20.3% 3.0% 3.0%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

1,513千t 1,215千t 1,215千t

55.3% 44.4% 44.4%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

81千t 306千t 87千t

3.0% 11.2% 3.2%

その他（残材） 金属くず 金属くず

587千t 79千t 79千t

21.5% 2.9% 2.9%

焼却（既存施設）

不燃物 306千t

合 計 967千t 11.2%

2,736千t 35.3% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 306千t

土材系

87千t 埋立 焼却灰

3.2% 1,028千t 61千t

不燃物のみ：967千t 焼却量の20%

35.3%

(一般廃棄物処理施設)

1,028千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 
可燃物（２（１）⑦再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 38.0  170.4  0.0  132.4          13.7  

西濃圏域 22.0  167.7  0.0  145.7            

中濃圏域 28.0  124.7  0.0  96.7          96.7  

東濃圏域 3.0  53.1  0.0  50.1          50.1  

飛騨圏域 215.0  54.5  160.5  0.0            

県合計 306.0  570.4  160.5  424.9  0.0  0.0  0.0  0.0  160.5  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）⑦再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 131.6  330.7  0.0  199.1            

西濃圏域 76.4  194.6  0.0  118.2            

中濃圏域 96.6  439.3  0.0  342.7            

東濃圏域 9.6  1,015.0  0.0  1,005.4          694.0  

飛騨圏域 714.0  20.0  694.0  0.0            

県合計 1,028.2  1,999.7  694.0  1,665.5  0.0  0.0  0.0  0.0  694.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

58.4%

木くず 柱材・角材 木質チップ

2,190千t 326千t 326千t

18.0% 2.7% 2.7%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

7,596千t 6,080千t 6,080千t

62.5% 50.0% 50.0%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

417千t 1,207千t 292千t

3.4% 9.9% 2.4%

その他（残材） 金属くず 金属くず

1,949千t 401千t 401千t

16.0% 3.3% 3.3%

焼却（既存施設）

不燃物 570千t

合 計 3,846千t 4.7%

12,152千t 31.6% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 570千t

土材系

292千t 埋立 焼却灰

2.4% 2,000千t 241千t

不燃物のみ：1,759千t 焼却量の20%

14.5%

(一般廃棄物処理施設)

2,000千t

焼却（その他）注1）

637千t

5.2%

埋立（その他）注2）

2088千t

不燃物のみ：2,088千t

17.2%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

（８）揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ）（県全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可燃物（２（１）⑧再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 747.0  170.4  576.6  0.0            

西濃圏域 154.0  167.7  0.0  13.7  13.7          

中濃圏域 279.0  124.7  154.3  0.0            

東濃圏域 25.0  53.1  0.0  28.1  28.1          

飛騨圏域 2.0  54.5  0.0  52.5      52.5      

県合計 1,207.0  570.4  730.9  94.3  41.8  0.0  52.5  0.0  0.0  

   支援処理不足量 636.6 

 

不燃物及び焼却灰（２（２）⑧再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 2,542.4  330.7  2,211.7  0.0            

西濃圏域 514.8  194.6  320.2  0.0            

中濃圏域 940.8  439.3  501.5  0.0            

東濃圏域 83.0  1,015.0  0.0  932.0  932.0          

飛騨圏域 6.4  20.0  0.0  13.6      13.6      

県合計 4,087.4  1,999.7  3,033.3  945.6  932.0  0.0  13.6  0.0  0.0  

   支援処理不足量 2,087.7 

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（９）長良川上流断層帯地震（北端から南へ）（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

55.6%

木くず 柱材・角材 木質チップ

779千t 114千t 114千t

19.2% 2.8% 2.8%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

2,371千t 1,904千t 1,904千t

58.6% 47.0% 47.0%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

124千t 433千t 111千t

3.1% 10.7% 2.7%

その他（残材） 金属くず 金属くず

773千t 120千t 120千t

19.1% 3.0% 3.0%

焼却（既存施設）

不燃物 433千t

合 計 1,365千t 10.7%

4,047千t 33.7% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 433千t

土材系

111千t 埋立 焼却灰

2.7% 1,452千t 87千t

不燃物のみ：1,365千t 焼却量の20%

33.7%

(一般廃棄物処理施設)

1,452千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 
可燃物（２（１）⑨再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 120.0  170.4  0.0  50.4      50.4      

西濃圏域 31.0  167.7  0.0  136.7            

中濃圏域 237.0  124.7  112.3  0.0            

東濃圏域 23.0  53.1  0.0  30.1      30.1      

飛騨圏域 22.0  54.5  0.0  32.5      31.8      

県合計 433.0  570.4  112.3  249.7  0.0  0.0  112.3  0.0  0.0  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）⑨再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 402.0  330.7  71.3  0.0            

西濃圏域 109.2  194.6  0.0  85.4  71.3          

中濃圏域 790.4  439.3  351.1  0.0            

東濃圏域 73.6  1,015.0  0.0  941.4      351.1    56.4  

飛騨圏域 76.4  20.0  56.4  0.0            

県合計 1,451.6  1,999.7  478.7  1,026.8  71.3  0.0  351.1  0.0  56.4  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（10）長良川上流断層帯地震（南端から北へ）（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

51.9%

木くず 柱材・角材 木質チップ

271千t 39千t 39千t

21.0% 3.0% 3.0%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

682千t 550千t 550千t

52.9% 42.6% 42.6%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

37千t 150千t 44千t

2.9% 11.6% 3.4%

その他（残材） 金属くず 金属くず

300千t 36千t 36千t

23.3% 2.8% 2.8%

焼却（既存施設）

不燃物 150千t

合 計 471千t 11.6%

1,290千t 36.5% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 150千t

土材系

44千t 埋立 焼却灰

3.4% 501千t 30千t

不燃物のみ：471千t 焼却量の20%

36.5%

(一般廃棄物処理施設)

501千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 
可燃物（２（１）⑩再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 8.0  170.4  0.0  162.4      2.3      

西濃圏域 4.0  167.7  0.0  163.7            

中濃圏域 127.0  124.7  2.3  0.0            

東濃圏域 0.0  53.1  0.0  53.1            

飛騨圏域 11.0  54.5  0.0  43.5            

県合計 150.0  570.4  2.3  422.7  0.0  0.0  2.3  0.0  0.0  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）⑩再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 26.6  330.7  0.0  304.1            

西濃圏域 15.8  194.6  0.0  178.8            

中濃圏域 424.4  439.3  0.0  14.9            

東濃圏域 0.0  1,015.0  0.0  1,015.0          14.2  

飛騨圏域 34.2  20.0  14.2  0.0            

県合計 501.0  1,999.7  14.2  1,512.9  0.0  0.0  0.0  0.0  14.2  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 
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（11）屏風山・恵那山及び猿投山断層帯地震（南端から北東へ）（県全体） 
災害発生時の
廃棄物組成

仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

リサイクル率

55.7%

木くず 柱材・角材 木質チップ

816千t 122千t 122千t

19.2% 2.9% 2.9%

コンクリートがら コンクリート 再生資材

2,491千t 1,997千t 1,997千t

58.7% 47.1% 47.1%

金属くず 可燃物 再生資材(土材系)

132千t 454千t 118千t

3.1% 10.7% 2.8%

その他（残材） 金属くず 金属くず

802千t 125千t 125千t

18.9% 2.9% 2.9%

焼却（既存施設）

不燃物 454千t

合 計 1,425千t 10.7%

4,241千t 33.6% (一般廃棄物処理施設)

100.0% 454千t

土材系

118千t 埋立 焼却灰

2.8% 1,516千t 91千t

不燃物のみ：1,425千t 焼却量の20%

33.6%

(一般廃棄物処理施設)

1,516千t

焼却（その他）注1）

0千t

0.0%

埋立（その他）注2）

0千t

不燃物のみ：0千t

0.0%

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

 
可燃物（２（１）⑪再掲） 

圏域名 
可燃物 

要処理量 

可燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

可燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 17.0  170.4  0.0  153.4        153.4    

西濃圏域 11.0  167.7  0.0  156.7        40.3    

中濃圏域 18.0  124.7  0.0  106.7        106.7    

東濃圏域 406.0  53.1  352.9  0.0            

飛騨圏域 2.0  54.5  0.0  52.5        52.5    

県合計 454.0  570.4  352.9  469.3  0.0  0.0  0.0  352.9  0.0  

 

不燃物及び焼却灰（２（２）⑪再掲） 

圏域名 

不燃物及 

び焼却灰 

要処理量 

不燃物 

処理可能量 

広域処理 

等必要量 

支援処理 

可能量 

不燃物処理割り振り量 

岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

岐阜圏域 56.4  330.7  0.0  274.3            

西濃圏域 29.2  194.6  0.0  165.4            

中濃圏域 58.6  439.3  0.0  380.7        336.6    

東濃圏域 1,365.2  1,015.0  350.2  0.0            

飛騨圏域 6.4  20.0  0.0  13.6        13.6    

県合計 1,515.8  1,999.7  350.2  834.1  0.0  0.0  0.0  350.2  0.0  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。                 （単位：千ｔ） 

 

注１）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③市町村による仮設焼却施設での処理 

④国による広域調整による処理 

注２）①県内の産業廃棄物処理施設での処理 

②県外の民間一般廃棄物処理施設での処理 

③国による広域調整による処理 



 

- 63 - 

４ 災害廃棄物の広域処理等スケジュール 

項  目 
 発災後の経過時間（年）  

0      0.5      1      1.5      2      2.5      3 
          

情報収集 被害状況（建物被害、避難者数等）        

実行計画作成 災害廃棄物処理実行計画        

各種調整 
廃棄物処理先との調整 

(既存施設、最終処分場、広域処理) 

 
      

既存焼却施設 

施設の補修等（必要な場合）        

県市町村協議        

試験焼却（必要な場合）        

焼却処理        

仮置場 

処理施工 

契
約 

施工業者選定・契約        

金属くず、処理困難物等 

回収業者選定手続き、契約 

 
      

解
体
撤
去 

一次仮置場への搬入 

 

      

一
次
仮
置
場 

重機手配        

個別指導、管理体制整備        

分別開始        

片付け、返還        

二
次
仮
置
場 

各種事前整備、調整、管理・運営         

破砕選別ユニット発注、設置         

生活環境影響調査（廃掃法）        

二次仮置場への搬入        

破砕選別        

片付け、返還        

仮設焼却施設 

委託業者選定・契約        

設計、建設、試運転        

生活環境影響調査（廃掃法）        

焼却処理        

＜凡例＞     ：調整、契約、準備、設計、手配、発注、建設          ：実施 
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１－８ 災害廃棄物処理の課題                             

 

・ 災害廃棄物の推計から、「被害想定調査結果」で示された１１の地震において、３年以内

に災害廃棄物を処理することができない市町村が広範囲に存在するとともに、圏域内の一

般廃棄物処理施設における処理によっても３年以内に処理することができない圏域が存

在する。 

 ・ ３年以内に災害廃棄物を処理することができない圏域については、他圏域の一般廃棄物

処理施設における広域処理により災害廃棄物の処理を行う必要があるが、南海トラフ地震

では岐阜圏域、西濃圏域、東濃圏域及び飛騨圏域において、養老-桑名-四日市断層帯地震

では、岐阜圏域及び西濃圏域において、揖斐川-武儀川(濃尾)断層帯地震（北端から南東へ）

では、岐阜圏域、西濃圏域及び中濃圏域において、県内の一般廃棄物処理施設における広

域処理によっても３年以内に災害廃棄物を処理することができない。 

・ そのため、県内の一般廃棄物処理施設における処理によっても３年以内に処理ができな

い災害廃棄物については、県内の産業廃棄物処理施設、県外の民間一般廃棄物処理施設、

及び仮設処理施設での処理により災害廃棄物の処理を行う必要がある。 

 

 

１－９ 今後の県の取組                             

 

 ・ 大規模災害時に発生する大量の災害廃棄物の処理を円滑に行うために、県は以下の取り

組みを行う。 

   ①県内の広域処理体制を強化するため、県、市町村担当者を対象とした演習、研修を行

い、体制の強化に努める。 

②市町村に対し、災害廃棄物の処理体制をさらに確保するよう下記の要請をする。 

・災害廃棄物の迅速な処理を行うための必要な仮置場及び最終処分場の確保 

    ・既存の一般廃棄物処理施設の耐震化、補修資材・燃料の確保 

   ③災害時に県内の産業廃棄物処理施設が活用できるよう、設置者と協議を図る。 

 


